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は　じ　め　に

　₂₀₁₄年度，本学が文科省の COCの認定を受け，本学のひろしま未来協

創センターの研究領域部門として，筆者は地域商業問題，特に，全国的に

衰退の激しい商店街及び中小零細小売商に関するテーマについて₁︶，継続

的に研究を進めてきた。例えば，安倍内閣が押し勧めているアベノミクス

の一つである地方創生を題材に「地方創生と我が国商業問題」（₂₀₁₅）は，

地域商業の活性化について言及を試みた₂︶。また，「ストア・コンパリゾン

と商業施設にみる諸問題」（₂₀₁₆a）では，商業が担う役割と地域活性化に

ついて論じた₃︶。さらに，「商店街衰退要因と商業イノベーションの相関に

ついて」（₂₀₁₆b）では，MDの視点と消費者行動から分析を試みた₄︶。

　本研究は，₂₀₁₇年度ひろみら研究領域の研究助成を受けており，我が国

小売商業，とりわけ地域商店街とその商店街を構成する中小零細商の衰退

が何故に起こっているのかを明らかにするために，小売業の業態開発から
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鳥瞰するものである。商店街や中小零細商に直接的に影響を及ぼす業態と

して，これまで百貨店や大型店（GMS），郊外型大型 SC，各種専門チェーン

店，CVSなど，消費者に身近な業態が流通業界の勢力図を塗り替えてきた。

　そこで，既存の大型店（百貨店，郊外型 SC，アウトレットなど）をマー

ケティング・マネジメントの視点から松尾が担当し，地域商店街の実態調

査をマーケティング・リサーチの視点から川原が担当することとした。松

尾は政令市 ₄市（札幌，仙台，広島，福岡）からサンプリングを行い，川

原は交通の要所となる駅前商店街に注目した。

₁.　指定都市 ₄市（札幌，仙台，広島，福岡）に 

おける小売商業の動向

　札幌・仙台・広島・福岡という ₄つの指定都市はまとめて「札仙広福」

と呼ばれることが多いが，本節では，これら ₄都市における小売商業の動

向を探ることにする。

　一口に札仙広福の小売商業の動向といっても，そこに含まれる分析対象

（小売店や商圏）の外延は限りなく広く，それらすべてを網羅できるわけで

はない。それゆえ，本節の分析は必然的に，選択的にならざるを得ない。

各都市の動向を確認する前に，ここでの分析の目的とその対象範囲，そし

て分析視角や方法について少し触れておきたい。

　札仙広福を分析対象として選定した目的の一つは，百貨店という業態の

現状認識に関わっている。百貨店は現代の小売商業を語る上で欠かせない

存在であるが，その一方で，業態しては衰退の一途を辿っているというの

が衆目の一致するところである₅︶。とくに，₁₉₉₀年代初頭のバブル崩壊を

きっかけに，百貨店市場は縮小し続け，百貨店業界全体で見ると，₁₉₉₁年

の約₁₀兆円の売上高をピークに減少し続け，₂₀₁₆年には ₆兆円を割りこん

でいる₆︶。

₅） 百貨店の衰退については，とくに田村（₂₀₀₈）と池尾（₁₉₉₇）を参照した。
₆） 『日本経済新聞』₂₀₁₈年 ₁ 月 ₅ 日朝刊。
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　なかでも，地方百貨店の凋落は激しい。田村（₂₀₀₈）によれば，とくに

人口₁₀₀万人以下の地方都市における，売場面積 ₂₀,₀₀₀ m₂ 未満の地方百

貨店や都市百貨店の支店の衰退が著しい。逆に，苦境に喘ぎながらも，百

貨店がなんとか生き残っているのは人口規模₁₀₀万人を超えるエリア（の売

場面積 ₃₀,₀₀₀ m₂ 以上の都市百貨店）である₇︶。いま人口規模という点に

着目すれば，札仙広福はおおよそ，その瀬戸際に位置している。こうした

境界線上（あるいはその少し上）に位置する各都市の小売業界において何

が起きているのか，あるいは百貨店を中心として，他の大型店（GMS），

郊外型大型 SC，アウトレット，各種専門チェーン店がどういった業態間競

争を繰り広げているのかを確認することが，最初の目的である。

　もう一つの目的は，プラグマティック（実用主義的）な視点に導かれて

いる。後述するように，現在，広島市の伝統的な商圏である紙屋町・八丁

堀地区は，郊外や他の商圏の勢いに押され，吸引力を低下させている。事

実，当該地区で長年中心的な役割を果たしてきた百貨店（福屋，広島三

越，そごう広島）の売上も軒並み下降線を辿っている（図表 ₁を参照）。こ

のように広島市にある伝統的な商業地区が吸引力を低下させている状況に

おいて，現在どういった課題を抱えているのか，そして今後どういった対

策が考えられるのかを検討する際に，同じようなサイズの他都市の動向を

知っておくことは参考になると思われるのである。

　つまり，ここでの主たる関心は，百貨店の現状と今後の在り方にあり，

かつ，そのテーマとの関連性のなかで分析対象が選択的に設定されるので

ある。すなわち，札仙広福のなかでも，主要な百貨店が所在する代表的か

つ中心的な小売商業エリアに限定して取り上げる。具体的には，札幌は JR

札幌駅・大通地区，仙台は青葉区一番町・駅西口地区，広島は紙屋町・八

丁堀地区と JR広島駅南口地区，そして，福岡の天神・JR博多駅地区であ

₇） 田村（₂₀₀₈）によれば，百貨店がなんとか生存しているのは人口規模₁₀₀万人
を超える市場エリアは，三大都市圏，札仙広福などの地方政令都市圏，そして
甲信越，北陸，東海，中国，九州における若干の地方中核都市である（₁₈₉頁）。
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る。さらに，数ある小売業態のなかでも，各都市の代表的な百貨店を中心

に取り上げ，それらとライバル関係にあると目される限りにおいて，他の

業態にも言及する₈︶。

　ここでの分析の視角や方法についても言及しておこう。それは，従来か

ら実施されているように₉︶，文献（著書，論文，雑誌・新聞記事，広報資

料，統計資料など）研究と現地調査を組み合わせたものである。より具体

的には，次のような切り口で，現象にアプローチし，整理していきたい。

すなわち，個別の小売店については，各店舗の売場面積や立地，フロア構

成，入居するテナントや取り扱いブランド，マーチャンダイジング

（MD），主要な顧客特性を，商業地区については，小売集積の度合い，業

態内・業態間の競争状況，各商圏を取り巻く環境の変化，に注目しながら

分析を試みることにする。

出典：『日経流通新聞』を基に筆者作成
注： 福屋は，福屋八丁堀本店，駅前店，五日市福屋などを含む。天満屋
は，天満屋八丁堀店（₂₀₁₂年閉店），アルパーク店，緑井店を含む。

図表 1　広島市の主要百貨店の売上高推移

₈） とはいえ，本節ではインターネット販売とそれが百貨店の販売に与えている
影響については捨象している。分析はどこまでいっても選択的にならざるを得
ない。
₉） 例えば，宮副・内海（₂₀₁₁）を参照。
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　無論，こうした分析に限界がないわけではない。分析が選択的にならざ

るを得ないことに加えて，札仙広福を研究対象として取り上げることに対

しても疑問が提起されるかもしれない。札仙広福という呼称は，これら ₄

都市が地方の中核的な都市であることを総称するものとして₁₉₇₀年代後半

から広まった。都市地理学的な観点からすれば，各都市がもつ政治的，経

済的，文化的・社会的機能に関して，厳密な共通性があるわけではな

い₁₀︶。また現在では，各都市の人口規模や市場規模（例えば，年間小売業

商品販売額）にもかなりの幅があり， ₄都市のなかで人口が多い札幌・福

岡と，そうでない仙台・広島に二極化している₁₁︶。そうした状況の違いを

無視して，それらを十把一絡げにして百貨店衰退の境界線上（あるいはそ

の少し上）に位置付けるのはやや牽強付会であり，強引な解釈ではないか

との指摘を受けるかもしれない。

　確かに，この種の比較分析を実施する際には，各都市のもつ状況や条件

₁₀） とはいえ，札仙広福に共通する経済的機能としては「支店機能」が指摘され
ることが多い（阿部₂₀₀₈，₄₉頁；櫟本₂₀₀₈，₁₁₀頁，₁₂₄－₁₃₀頁）。戦後，日本
経済の発展，とりわけ製造業が発展する過程において，東京や大阪に本社を置
く各企業は，自社製品の流通・販売，顧客の新規開拓やユーザーからの要求に
応えるために，北海道，東北，中国，九州の拠点都市に支所を設置し，それぞ
れの地方をテリトリーとして担当させてきた。そうした国内展開の過程におい
て重視された都市が札仙広福であり，他の地方都市に比べて早い支所集積をも
たらしたのであった。しかしながら，山中（₂₀₁₂）が指摘しているように，広
島は工業都市として発展してきた歴史的側面もあり，他都市と比べて，やや異
質である。従って，広島は単なる支店経済機能をもつ「商業都市」ではなく，
「商工都市」と考えるべきであるだろう（₂₂₂頁）。
₁₁） 各都市の人口規模と小売業年間商品販売額をまとめると以下である。

都市名 人口（₂₀₁₅年：人） 小売業年間商品販売額（₂₀₁₄年：百万円）

札幌市 ₁,₉₅₃,₇₈₄ ₂,₀₂₄,₇₁₅

仙台市 ₁,₀₈₂,₁₈₅ ₁,₂₃₃,₃₄₃

広島市 ₁,₁₉₄,₅₀₇ ₁,₂₅₅,₉₈₆

福岡市 ₁,₅₃₈,₅₁₀ ₁,₇₅₀,₃₅₇

  出典：『週刊東洋経済　地域経済総覧　₂₀₁₇年版』東洋経済を基に筆者作成。
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の違いに十分に自覚的でなければならないであろう。とくに人口規模や市

場規模という側面に関して言えば，札幌・福岡と仙台・広島とでは置かれ

た状況が大きく異なっている。また，各都市の商圏範囲や市場特性にも違

いがある₁₂︶。

　だが，その一方で，これら ₄都市に共通性が全くないというわけでもな

い。ここで注目したいのは，先述した広島市の紙屋町・八丁堀地区と同

様，他都市においても主要百貨店が所在する伝統的な商業地区の吸引力が

低下していることである。この点についてはすぐに明らかにされるが，郊

外の大型 SCやアウトレット，各種専門チェーン店の台頭もさることなが

ら，近年，JRの主要駅（駅ビル）や周辺部の再開発によって，各都市の伝

統的な商業地区（札幌大通地区，仙台青葉区一番町，広島紙屋町・八丁

堀，福岡天神）が顧客を奪われているのである。

　今回の分析はむしろ，この共通性に注目したい。各都市の伝統的な商業

地区では，JRの主要駅周辺の再開発や都心回帰の流れに対抗すべく，また

人の流れを取り戻そうとすべく，様々な取り組みを実施している。そこに

は百貨店が独自に実施している小売政策もあるし，他の業者や業態と手を

組んだ共同的な取り組みもある。さらには，地元の商店街，自治体や行政

と連携しながら街全体で取り組んでいる政策も含まれる。こうした先端事

例を確認していくことによって，広島市の紙屋町・八丁堀地区に対する課

題を探り，今後のインプリケーションを抽出していくことにしたい。

（1）　札幌（JR札幌駅・大通地区）

　現在の札幌市の面積は ₁,₁₂₁.₁ km₂ であり，広大な面積を誇る北海道の

わずか₁.₃％にすぎないが，人口の集中度は高く，全道の₃₆％（₁₉₅.₃万人）

が札幌市に居住している₁₃︶。さらに，人口だけでなく産業も集中傾向にあ

₁₂） 例えば，札幌と福岡はいわゆるインバウンド（訪日外国人）の数が多く，そ
の需要に大幅に依存している状況である。

₁₃） 『週刊東洋経済　地域経済総覧₂₀₁₇年版』₁₀頁。
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り，道内の全事業所数のうち₃₁.₅％が札幌市にある。北海道の総人口は減

少し，道内各地で過疎化が生じているなかで，札幌市のみが人口，本社や

支店などの中枢管理機能，そして文化機能を集中させている₁₄︶。近年，イ

ンバウンド（訪日外国人）の数も増えており，外国人観光客の訪問先（道

内）第 ₁位は札幌であり，彼らの訪問地においても地域的な偏在性が指摘

されている₁₅︶。

　札幌市の中心は，JR札幌駅－大通－ススキノを縦と横の軸とする中央区

である。中央区には，札幌市の年間小売販売額（₂₀₁₄年）の₃₁.₁％，卸売

販売額（₂₀₁₄年）の₅₈％が集中している₁₆︶。₁₉₉₀年代には，中央区に ₇つ

の百貨店があったが，₂₀₀₀年₁₂月末に札幌そごうが閉店した後は，地元百

貨店の丸井今井，札幌三越，東急百貨店札幌店，札幌西武，ロビンソン，

丸ヨ池内の ₆店体制になった。そして，₂₀₀₃年 ₃ 月に大丸が地域最大の店

舗規模（₄₅,₀₀₀ m₂）で，JR札幌駅にターミナル立地の駅ビル百貨店とし

て開業した₁₇︶。

　札幌大丸が核テナントとして入る札幌駅ビル「JRタワー」は，ホテルと

オフィスのほかに，専門店街「札幌ステラプレイス」が入居している。

₂₀₀₅年から既存の駅併設商業施設である「アピア」「パセオ」「札幌エスタ」

と併せると店舗面積 ₁₀₀,₀₀₀ m₂ 以上の一大小売集積を形成することとなっ

た。札幌大丸は他の百貨店が苦境に喘ぐなかで，立地条件の良さなど₁₈︶ を

₁₄） 竹内・小田（₂₀₁₄）₁₄₀頁。
₁₅） 竹内・小田（₂₀₁₄）₁₄₁頁。
₁₆） 『週刊東洋経済　地域経済総覧₂₀₁₇年版』₄₈₈頁。
₁₇） また，大丸開業から ₆年後に札幌西武，ロビンソンが相次いで閉店した（宮
副・内海₂₀₁₁，₁₀₉頁）。

₁₈） 当時，札幌大丸の出店戦略業務を担当していた奥田務氏（J.フロントリテイ
リング元社長兼 CEO）は札幌大丸の成功について「勝つべくして勝った店」だ
と後に述懐している。彼によれば，百貨店は「市場に加えて，立地と規模，形
という三つの条件が整えば成功する確率が高い」。つまり，札幌店にはこの ₃つ
の条件が揃っていたのだという（奥田₂₀₁₄，₁₈₂－₁₈₃，₁₉₅頁）。



修道商学　第 59 巻　第 1号

─　　─50

背景に，開業 ₂年目で黒字に転換，₂₀₀₉年には大通地区にある札幌丸井今

井の売上高を抜いて地域一番店の座に一気に駆け上がった。₂₀₁₁年に札幌

丸井今井とライバルの札幌三越は運営を一本化し「札幌丸井三越」として

対抗するが，その後も大丸の勢いは衰えず，₂₀₁₃年の売上高は₅₉₃億円と，

₁店で札幌丸井三越の₉₀％に達する独り勝ちの状態である₁₉︶。

　札幌大丸の開業以降，大通地区は JR札幌駅地区に押され気味であった

が，巻き返しが起きた。その発端は，₂₀₁₁年 ₃月に JR札幌駅と大通地区を

地下歩道で結ぶ「札幌駅前通地下歩行空間（愛称チ・カ・ホ）」（全延長 ₅₂₀ 

m，幅員 ₁₂ m）が開業したことであった。チ・カ・ホが誕生した背景に

は，上述のように，商業の中心が大通地区から JR札幌駅南口へとシフトし

たことに関係しており，こうした人通りと需要の不均衡を是正し，都心の

回遊性を高める目的があった。冬季になると積雪や凍結で移動が制限され

る寒冷地にあって，その利便性の高さから，開業 ₅年目の₂₀₁₅年の通行量

は開業直前に比べ₂.₃倍（平日約₈₅,₀₀₀人）に増えた₂₀︶。その結果，大通

地区における商業ビルの改装や，ル・トロワ（₂₀₁₅年），パルコの新館「ゼ

ロゲート」（₂₀₁₆年）などの開業につながった。

　また，こうした流れに乗じるように，札幌丸井三越も反転攻勢をしかけ

た。₂₀₁₄年から ₃年間で₁₀₀億円を投資し，売り場の大幅な再編をおこなっ

た。₂₀₁₄年 ₆ 月から丸井今井と三越の両店で最大規模の改装を実施。ま

た，札幌丸井三越は大通地区で，丸井今井の ₄ 館（大通館，一条館，南

館，別館）と，三越の ₃館（本館，アネックス，北館）の運営体制であっ

たが，₂₀₁₄年に札幌丸井今井が大通別館から撤退した後，₂₀₁₅年に三越ア

ネックス館を閉店，さらに₂₀₁₈年₁₀に賃借契約が満了する丸井今井南館か

ら撤退するなど，経営資源を集中し，競争力を高めようとした₂₁︶。さらに

₁₉） 『週刊ダイヤモンド』ダイヤモンド社，₂₀₁₄年 ₆ 月 ₇ 日号，₅₄頁。
₂₀） 『日本経済新聞』₂₀₁₆年 ₃ 月 ₉ 日地方経済面［北海道］。
₂₁） 『日本流通新聞』₂₀₁₃年₁₀月₂₅日，『日本経済新聞』₂₀₁₇年₁₀月₂₄日地方経済
面［北海道］。
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₂₀₁₇年には「MD統括部」を新設し，丸井今井札幌本店と三越札幌店に分

かれていた仕入れ機能を統合し，仕入れと販売を担当していた売り場責任

者は接客・販売業務に専念し，販売力の強化も目指してきた₂₂︶。

　とはいえ，札幌大丸一強の流れが変わったわけではない。札幌大丸の

₂₀₁₆年の売上高は₆₂₂億円と，₁店で札幌丸井三越とほぼ同じ額（₆₃₃億円）

を売り上げている。近年では，札幌駅前の好立地を活かし，インバウンド

消費も巧みに取り込んでいる。免税手続きの迅速化，電話通訳システムの

導入，礼拝堂の設置など対策を強化した₂₃︶。₂₀₁₄年₁₀月に免税品の対象品

目が消耗品に拡大されたことも追い風になっている₂₄︶。さらには₂₀₃₀年

に，北海道新幹線が札幌まで延伸する計画がある。インバウンドに人気の

倶知安や小樽などを経由する。道央と道南の移動時間が大幅に短縮される

とともに，北海道 -東京間の移動も便利になる₂₅︶。札幌大丸にとっては当

面，明るい話題が続きそうである。

（2）　仙台（青葉区一番町・駅西口地区）

　宮城県仙台市は，東北地方唯一の指定都市であり，最大の経済都市であ

る。

　₂₀₁₅年の仙台市（泉区，宮城野区，青葉区，若林区，太白区）の人口は

₁,₀₈₂,₁₈₅人であり，東日本大震災前の₂₀₁₀年の数字（₁,₀₄₅,₉₈₆人）と比

較すると，₃₆,₁₉₉人（₃.₄₆％）増えている₂₆︶。宮城県全体で人口が減少傾

向₂₇︶ にあるなかで，人口が集中している背景には，震災後に比較的震災の

ダメージが少なかった仙台市に，被災地や東北各県からの流入者が多かっ

₂₂） 『日本経済新聞』₂₀₁₇年 ₅ 月₁₆日地方経済面［北海道］。
₂₃） 『日本経済新聞』₂₀₁₄年 ₇ 月₁₀日地方経済面［北海道］。
₂₄） 『日本経済新聞』₂₀₁₅年 ₁ 月₁₆日地方経済面［北海道］。
₂₅） 『日本経済新聞』₂₀₁₇年₁₂月₁₃日朝刊。
₂₆） 『週刊東洋経済　地域経済総覧₂₀₁₇年版』₂₀頁。
₂₇） ₂₀₁₇年₁₀月 ₁ 日の宮城県の総人口と₂₀₁₁年 ₃ 月 ₁ 日の総人口を比較すると，
宮城県全体で ₂万₄,₈₂₉人の減少である（『仙台経済界₂₀₁₈仙台商圏』 ₆頁）。
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たことが挙げられる₂₈︶。また，₂₀₁₅年 ₂ 月に市営地下鉄東西線が開業し，

沿線の再開発が進むとともに，一番町をはじめとした都心に大型高層マン

ションが建設されたことも影響している₂₉︶。

　仙台市の商業の中心地は，仙台市青葉区である。近年，北の泉区，南の

太白区，宮城野区，名取市に郊外型大型店の出店が進み，外堀を埋められ

ている状況であるが₃₀︶，それでも青葉区商圏は仙台市の小売業年間商品販

売額約₁.₂兆円のうち，₄割弱のシェアを占めている。さらにその ₄割弱の

買い物吸引力を占めているのが「JR仙台駅西口」から「一番町」エリアで

あり₃₁︶，主要な百貨店や専門店，そして ₇つの商店街を抱える一大商業集

積地である（図表 ₂と図表 ₃）。

　東日本大震災直後，仙台市の主要百貨店は復興需要に沸いた。震災後の

生活再建のための必需品に加え，高級ブランドなど高額商品の購入も増え

た₃₂︶。さらに，₂₀₁₃年には地元プロ野球球団の東北楽天イーグルスの初の

日本一による経済効果など，明るい話題もあったが，₂₀₁₄年に入ると復興

需要も一段落し，同年 ₄ 月の消費税増税により百貨店の売上は落ち込ん

だ₃₃︶。そうした最中，JR仙台駅の再開発と駅西口エリアへの商業施設の進

出がはじまる。

　₂₀₁₆年 ₃月に JR仙台駅東西自由通路が ₆ mから ₁₆ mに拡幅され，それ

に合わせて新しい駅ビル「エスパル仙台東館」が開業した。東館は地上 ₆

階地下 ₁階の店舗面積 ₁₀,₃₀₀ m₂。既存のエスパル本館とエスパルⅡとの

合計は ₃₆,₁₉₁ m₂ に及ぶ。東館 ₄ 階には東北地方初出店の東急ハンズが

オープン。エスパル本館もリニューアルをかけ，全館で東北初出店₃₄店を

₂₈） 『仙台経済界₂₀₁₃仙台商圏』₁₈頁。
₂₉） 『仙台経済界₂₀₁₇仙台商圏』₂₂頁。
₃₀） 『仙台経済界₂₀₁₄仙台商圏』₂₂頁。
₃₁） 『週刊東洋経済　地域経済総覧₂₀₁₇年版』₄₉₂頁，『仙台経済界₂₀₁₆仙台商圏』
₂₀頁。

₃₂） 『日本経済新聞』₂₀₁₂年 ₁ 月₂₀日地方経済面［東北］。
₃₃） 『日本経済新聞』₂₀₁₅年 ₁ 月₂₀日地方経済面［東北］。
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出典： 『仙台市中心部商店街将来ビジョン』（₂₀₁₀年₁₀月）仙台市， ₈頁。
注： 図は₂₀₁₀年時点のもので，現在は実在しない店舗がある。例えば，駅
西口エリアの「さくら野百貨店仙台店」は₂₀₁₇年 ₂ 月に閉店。その後
に開業した「仙台パルコ₂」「シリウス・一番町」も図示されていない。

図表 2　仙台市中心の小売商業集積

立　地 店舗名 店舗面積（m₂） 開設年月
駅西口 E-Beans ₁₀,₃₂₂ ₁₉₆₄.₃

仙台駅ビル（エスパル） ₂₃,₀₉₁ ₁₉₇₈.₃
仙台ロフト  ₉,₉₇₂ ₁₉₈₂.₄
AER（アエル）  ₉,₅₇₇ ₁₉₉₈.₃
エスパルⅡ  ₂,₈₀₀ ₂₀₀₈.₆
仙台パルコ ₁₃,₂₀₀ ₂₀₀₈.₈
仙台パルコ ₂  ₉,₈₉₁ ₂₀₁₆.₇

一番町 藤崎本館・藤崎大町館 ₂₈,₉₈₃ ₁₉₃₂.₂
仙台三越・₁₄₁ビル・ABビル ₃₁,₂₁₈ ₁₉₃₃.₄
藤崎一番町館  ₁,₂₃₂ ₁₉₉₇
仙台フォーラス ₁₄,₄₄₅ ₁₉₉₈.₃
藤崎ファーストタワー館 ₁₀,₀₀₀ ₂₀₀₉.₇
シリウス・一番町 　　－ ₂₀₁₄.₃

出典：『仙台市中心部商店街将来ビジョン』（₂₀₁₀年₁₀月）仙台市，₈頁を加筆修正。

図表 3　仙台市中心部の小売施設
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含む₁₁₅店が新規・改装オープンした₃₄︶。さらに同年 ₇ 月にパルコ ₂ が駅

西口 ₁₀₀ mの場所に開業し，仙台パルコは ₂館体制になった。パルコ ₂は

コト消費をコンセプトに衣料品の店舗比率を約 ₃割に抑え，パルコとして

初めて ₁階をレストランフロアにした。深夜₁₂時まで飲食可能で，ビジネ

スマンなど夜の需要を取り込んでいる。また， ₆～ ₉階は映画館フロアで

構成されており，駅周辺に足りない機能を補っている₃₅︶。そのほかにも駅

西口にはユニクロや丸善などの専門店が入居している「AER（アエル）」や

GU，ソフマップ，HMVなどのテナントが入る「e-beans」など吸引力のあ

る商業施設が集まっている。

　このように青葉区では近年，人の流れが変わり，伝統的な一番町から新

興の駅西口へと重心がシフトしてきている。仙台商工会議所が実施してい

る「₂₀₁₇年仙台市中心部商店街通行量調査結果」を見ても，駅西口の通行

量の変化は顕著である。ペデストリアンデッキ・エスパル前の通行量は平

日 ₅ 万₇,₂₁₁人で前年比₂₀.₁％増，休日は ₅ 万₆,₆₆₃人で同₃₀.₈％増であ

る₃₆︶。繰り返しになるが，₂₀₁₆年の駅再開発とエスパルやパルコ ₂の開業

が大きく影響していると思われる。

　こうした駅西口エリアの攻勢に対して，一番町エリアにある主要百貨店

や地元商店街も客足を取り戻すべく，あるいは駅西口との回遊性を高める

べく，様々な取り組みを実施・強化している。₂₀₁₅年に開業した市営地下

鉄東西線青葉通一番町駅と連絡する地元百貨店の藤崎は，ルイ・ヴィトン

やカルティエなどの高級ブランドを路面に展開。本来のメイン・ターゲッ

トの₆₀代女性だけでなく，団塊ジュニアの₄₀代とその上の₅₀代女性獲得す

るために化粧品と食料品を充実させた。また，ロレックスブティック仙台

藤崎をクラックス ₁階にオープン。目的性が高い高額商品の取り扱いを強

₃₄） 『仙台経済界₂₀₁₇仙台商圏』₁₈頁。
₃₅） 『仙台経済界₂₀₁₇仙台商圏』₁₉－₂₀頁。
₃₆） 『仙台経済界₂₀₁₈仙台商圏』₁₈頁，₂₇頁。
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化し，₂₀～₃₀代が多い仙台駅周辺との差別化を図っている₃₇︶。また近年，

一番町エリア北側に位置する仙台三越₃₈︶ は，₄₅～₅₄歳の感度の高い大人向

けの商品やMDを強化している₃₉︶。

　しかしながら，今後も，一番町の吸引力の低下が懸念されている。イオ

ンが₂₀₁₈年秋にイオンスタイル仙台卸町（敷地面積 ₁ 万 ₉,₀₀₀ m₂，若林

区），₂₀₁₉年春にはイオンモール名取（名取市）の増床計画。そして，₂₀₁₉

年秋には，青葉区にある東北大学農学部跡地（約 ₉万 ₃,₀₀₀ m₂）にアウト

レットの出店が計画されている₄₀︶。とくにアウトレットは一番町エリアの

人の流れに大きな影響を与えることが予想される。アウトレットと JR仙台

駅の間にあって，どう存在感を示せるかが一番町の課題となるだろう。

（3）　広島（紙屋町・八丁堀・JR広島駅南口地区）

　中国地方は，地理的には九州地方と近畿地方の間に位置し，両者の間を

結ぶ重要な交通路として開かれた回廊地帯である。陸上交通路としては，

第 ₂次大戦後，山陽本線，国道 ₂号，山陽新幹線，山陽自動車道など，主

として山陽地域を貫く形で開かれていった。その結果，山陰側よりも山陽

側の都市の方が交通の要所として栄え，広島市は，岡山市とともに中心都

市機能を担ってきた₄₁︶。なかでも広島市は，₁₉₄₅年の原子爆弾の投下によ

り「₇₅年は草木も生えない」と言われた焼け野原から奇跡的な復興を遂

げ，現在では，中国地方の中心的な商工都市だけでなく，世界的な平和・

文化都市としての顔も併せ持っている。

₃₇） 『仙台経済界₂₀₁₈仙台商圏』₁₉頁，『日本経済新聞』₂₀₁₇年 ₃ 月₁₇日地方経済
面［東北］。

₃₈） 仙台三越は，本館と定禅寺通館の ₂館体制で運営されている。地下 ₁階で ₂
館が連結する食費売り場は合計約 ₂,₅₀₀ m₂ と広く，同社の売上に占める食品の
割合は₃₅％と大きい（『日本経済新聞』₂₀₁₂年₁₂月 ₄ 日地方経済面［東北］）。

₃₉） 『仙台経済界₂₀₁₈仙台商圏』₁₉頁。
₄₀） 『仙台経済界₂₀₁₈仙台商圏』₁₃頁，₂₀頁。
₄₁） 竹内・小田（₂₀₁₄）₂₁₄頁。
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　広島市は県西部に位置し，人口₁₁₉.₄万人を有している。小売商業に目を

向けると，広島市の年間小売販売額は約₁.₂兆円であり，広島県の₄₄.₇％を

占める。そのうち都心商業集積地である広島市中区（紙屋町・八丁堀地区

を含む）の年間小売販売額は₃₇₂,₇₆₇百万円であり，市内 ₈区のうち最大の

₂₉.₆％を占めている。八丁堀地区には地元百貨店の福屋，広島三越，天満

屋（岡山），紙屋町にはそごう広島があり，市中心部において長らくしのぎ

を削っていたが，天満屋が郊外型ショッピングセンターの攻勢を受けるな

どして苦戦し，₂₀₁₂年 ₃ 月に閉鎖した（図表 ₄）₄₂︶。それ以来，市内中心

部は，福屋，そごう，広島三越の ₃ 店舗体制となったが，各社の売上も

年々落ち込んでおり，伝統的な商業集積地としての中区の求心力は衰退し

ていると言われている。

　こうした吸引力の低下を示す調査結果がある。図表 ₅は『広島市広域商

圏調査報告書（₂₀₁₇年度）』（n＝₁,₀₅₉）の内容を一部抜粋したもので，広

島の主要₁₀地区のうち「最もよく利用する繁華街」について過去₁₅年間の

動態を示している。₂₀₁₇年の八丁堀・紙屋町周辺の支持率は₂₀₀₃年の約半

分の数値まで落ち込み，八丁堀周辺は過去最低値の₁₄.₈％を記録してい

る。また，それと入れ替わるように，イオンモール広島府中のある府中町

周辺が飛躍的に数字を伸ばしている。この背景には，₂₀₁₆年₁₁月に SCの

イオンモール広島府中が新棟を増築したことがある。既存店舗と合わせて

売場面積合計 ₉₈,₀₀₀ m₂ になり中国最大規模の SCが誕生した。それ以外

にも，イズミがゆめタウン広島（₂₀₀₈年，店舗面積 ₃₈,₇₅₀ m₂），ゆめタウ

ン廿日市（₂₀₁₄年，₄₆,₀₀₀ m₂），新業態のレクト（₂₀₁₇年，₃₉,₀₀₀ m₂）を

開業，イオンもイオンモール広島祇園（₂₀₀₉年，₃₈,₇₀₆ m₂）とジ・アウト

レット（₂₀₁₈年，₅₃,₀₀₀ m₂）を開業するなど，西区（商工センター地

区），南区（宇品・皆実地区），安佐南区（祇園・八木・緑井地区），廿日市

市へと商圏の分散化・多極化傾向に歯止めがかからない状況である。

₄₂） 『週刊ダイヤモンド』 ₂₀₁₄年 ₆ 月 ₇ 日号，₅₇頁。
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図表 4　広島市中心部の小売商業集積

出典：図表 ₄・ ₅ともに『中国新聞』（₂₀₁₇年₁₁月₂₅日朝刊）

図表 5　広島市の10商圏の利用率
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　さらに，紙屋町と八丁堀を含めた中心部にとっては厳しい状況が続いて

いる。現在，JR広島駅周辺の再開発が進行中である。駅南口の再開発は

A・B・Cの ₃つのブロックに分けて進められてきたが，Aブロックに福屋

広島駅前店を各テナントとする商業ビルが開業した₁₉₉₉年以降，景気の低

迷などの理由に開発が長年停滞していた。その後，周辺地区の開発の進行

や商業テナントの募集も進み，₂₀₁₃年 ₃ 月から建築工事が順次進められ，

₂₀₁₆年 Bブロックの「ビッグフロントひろしま」，₂₀₁₇年に Cブロックの

「エキシティ・ヒロシマ」が立て続けにオープンした₄₃︶。いずれのビルに

おいても核テナントが家電量販店であり，前者には家電量販店「ビッグカ

メラ」が，後者に「エディオン蔦屋家電」が入居している。また，広島駅

周辺の再開発事業も進められており，南口だけでなく，北口の二葉の里地

区の開発，北口と南口をつなぐ広島駅自由通路と北口のペデストリアン

デッキの整備，そしてマツダスタジアム周辺の開発など，多くの事業が同

時並行的に進められている。

　さらに，駅前は，将来的にも大規模な再開発計画が控えている。平成₃₀

年代半ばを目処に，JR広島駅南口 ₂階部分に高架で広島電鉄の路面電車が

乗り入れることと，そのタイミングで駅ビルの建て替えが計画されている。

今後も紙屋町・八丁堀エリアにとっては，厳しい状況が続きそうである。

（4）　福岡（天神・JR博多駅地区）

　福岡市は人口約₁₅₀万人の九州地方最大の都市である₄₄︶。福岡県内のも

う一つの指定都市である北九州市が工業を中心に発展してきたのに対して，

福岡市は主として貿易・商業都市として発展してきた₄₅︶。なかでも長年に

₄₃） 広島市都市整備局都市機能調整部広島駅周辺地区整備担当「広島駅南口 B・
Cブロック市街地再開発事業について」『都市住宅学』（₂₀₁₆年秋）₉₅号，₁₄頁。

₄₄） 『週刊東洋経済　地域経済総覧₂₀₁₇年版』₇₂頁。
₄₅） 福岡市と北九州市の発展については，阿部（₂₀₀₆）に詳しい。
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わたって，商業地区として中心的役割を果たしてきたのが天神₄₆︶ である。

天神は現在，百貨店や商業ビルなど，多くの小売施設が立ち並び，約₁₅₀の

テナントが入る天神地下街などが集積している。九州一円や中国・韓国か

らも買い物客を引きつける超広域型の都市型商業集積地である₄₇︶。

　商業地としての天神は₁₉₇₀年代半ばから急速に発展した。₁₉₇₅年に博多

大丸がもともと百貨店の岩田屋₄₈︶ のあった地域に移転してきた。その後，

天神コア，天神地下街が立て続けに開業。₁₉₈₉年にソラリアプラザ，イム

ズ，₁₉₉₇年に博多大丸東館エルガーラがオープンするなど，集積を高めて

きた（図表 ₆と ₇）。このように天神は幾たびもの再開発により集積を高め

ていき，その都度「天神流通戦争」と呼ばれる激しい競争を展開しつつ

も，地区全体としての魅力や吸引力を高めてきた₄₉︶。

　興味深いことに，天神地区における商業集積化の勢いはバブルが崩壊し

た後も衰えることはなかった。百貨店に目を向けると，むしろ積極的な出

店が続いたのであった。₁₉₉₇年秋に福岡三越（店舗面積 ₃₇,₀₀₀ m₂）が西

鉄福岡（天神）駅ビルに進出した。これに対して，地元百貨店の岩田屋は

新業態岩田屋 Zサイドを開業（₁₉₉₆年）。博多大丸も上述の東館を増設し

店舗面積を ₄₄,₀₀₀ m₂ に倍増するなどし，対抗した（₁₉₉₇年）。その結果，

₄₆） 厳密には，天神地区は，福岡市天神大牟田線福岡（天神）駅を中心とした半
径 ₅₀₀ mのエリアを指す（二宮₂₀₁₂， ₃ 頁）。明治・大正・昭和期にかけての，
商業地区としての天神の発展の歴史については，阿部（₂₀₀₆）を参照。

₄₇） 二宮（₂₀₁₂） ₃ 頁。
₄₈） 百貨店岩田屋の誕生については，末田（₂₀₁₀）に詳しい。
₄₉） 天神流通戦争を通じて，天神地区が集積化を進める一方で，₁₉₈₂年から₂₀₀₂
年にかけて福岡都市圏内における天神地区の販売シェアが徐々に低下傾向にあっ
たとする阿部（₂₀₀₆）の指摘もある。ショッピングセンターを中心とした大規
模小売店舗が大都市圏周辺部に急速に展開し，また広範に分散した結果，天神
地区の吸引力が低下したという（₂₁₇－₂₁₉頁）。また，福岡市周辺に大型の郊外
型ショッピングセンターが出店したことも影響していると思われる（トリアス
久山［₁₉₉₉年開業］，ダイヤモンドシティ・ルクル，マリノアシティ福岡，鳥栖
プレミアム・アウトレット［いずれも₂₀₀₄年開業］）（阿部₂₀₀₆，₁₈₀頁）。
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天神地区の百貨店の売場面積は一気に増えた。九州地方の百貨店売上高が

縮小していた当時でも，九州全域から顧客を吸引することで，天神にある

岩田屋，博多大丸，福岡三越のシェア（九州地方の百貨店売上高に占める

出典：『西日本新聞経済電子版』₂₀₁₄年₁₁月₁₁日

図表 6　福岡市中心部の小売商業集積

開業施設名（開業年）

岩田屋（₁₉₃₆）

第 ₁次天神流通戦争 博多大丸（₁₉₇₅），天神コア，天神地下街（₁₉₇₆），天神ビ
ブレ（₁₉₈₂）

第 ₂次天神流通戦争 ソラリアプラザ，イムズ（₁₉₈₉）

第 ₃次天神流通戦争 岩田屋 Z-SIDE，キャナルシティ博多（₁₉₉₆），エルガー
ラ，福岡三越（₁₉₉₇），博多リバレイン（₁₉₉₉）

第 ₄次天神流通戦争 岩田屋新館（₂₀₀₄），天神地下街延伸，ミーナ天神
（₂₀₀₅），ヴィオロ（₂₀₀₆），天神ロフト（₂₀₀₇）

天神・博多流通戦争 福岡パルコ（₂₀₁₀），JR博多シティ，レソラ天神（₂₀₁₁），
ノース天神（₂₀₁₂），福岡パルコ新館（₂₀₁₄），KITTE博
多，JRJP博多ビル（₂₀₁₆）

出典： 『変化する「ふくおか都心」天神が変わる，福岡が変わる。』（₂₀₀₄年）西日
本新聞社を参考に作成。

注： 表中の下線部は博多駅地区の商業施設を，それ以外は天神地区の商業施設を
表している。

図表 7　天神流通戦争まとめ
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天神 ₃社のシェア）は₁₉₉₆年の₁₈.₂％が₂₀₀₁年には₂₈.₂％と₁₀ポイントも

増加した₅₀︶。まさに「福岡（天神）一極集中」という様相を呈していた。

　だが近年，競争は新たな局面を迎えることとなった。₂₀₁₁年 ₃ 月に九州

新幹線鹿児島ルートの全線開通に合わせて駅ビル「JR博多シティ」が開業

した。旧駅ビル時代よりも商業機能を大幅に拡充し，売場面積は約 ₃倍の

₁₀万m₂，博多阪急と九州旅客鉄道（JR九州）が運営する専門店街「アミュ

プラザ博多」で構成されている₅₁︶。博多阪急は開業当初，「働く₂₀代と購

買意欲の高い₅₀代前後の女性」をメイン・ターゲットにフロア構成。地下

₁階地上 ₈階のうち， ₂・ ₃階は若い女性向けの手ごろなカジュアルブラ

ンド， ₄ 階は OL向けの仕事服， ₅ 階はミセス世代のブランドを配置し

た₅₂︶。一方のアミュプラザは生活雑貨店「東急ハンズ」や複合映画館

「ティ・ジョイ博多」，飲食店街「くうてん」などが入っている。阪急博多

とアミュプラザは各階で連結しており，双方の施設を回遊しやすい構造で

ある。JR博多シティの₂₀₁₆年度売上は₁,₀₆₁億円（前年度比₂.₅％増）であ

り， ₅年連続で過去最高を更新している。

　その後も，博多地区の再開発は続いた。₂₀₁₆年 ₄ 月に博多マルイが運営

する商業施設「KITTE（キッテ）博多」（店舗面積 ₃₀,₀₀₀ m₂）が開業。

キッテは同時期に開業した「JRJP博多ビル」や JR博多シティと ₂階のペ

デストリアンデッキ，地下 ₁階が通路で結ばれ，利用者にとって買い回り

しやすい構造である。九州初進出のマルイは，キッテ出店に際して地域密

着を重視した。₂₀₁₄年に「お客様企画会議」を立ち上げ，地元客から内装

やフロア構成，品揃えに至るまで意見を集めた。結果として，物販メイン

のモノ消費から体験やサービス中心のコト消費への転換を狙った店作りを

目指した。実際，従来の売場の ₅割を占めるファッションを ₃割に抑え，

₅₀） 『日本流通新聞』₂₀₀₂年 ₇ 月 ₉ 日。
₅₁） 『読売新聞』₂₀₁₆年 ₃ 月 ₂ 日朝刊。
₅₂） 宮副・内海（₂₀₁₁）₁₄₇－₁₄₈頁。
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ヨガやエステ，レストランといった物販以外を ₇割に広げた₅₃︶。キッテは

₂₀₁₇年 ₃ 月末までの売上高が約₁₆₀億円，来館者数は₁,₃₉₀万人と，いずれ

も当初の想定を上回るほどの盛況ぶりである。博多駅という好立地に加え

て，JR博多シティの商業施設と合わせて「面」での集客ができている。ま

た，雑貨や飲食を充実させて，マーチャンダイジングで住み分けができて

いることも奏功している₅₄︶。

　元々，博多駅周辺はオフィス街で商業地ではなかったが，今では商業の

拠点として天神地区を脅かす存在にまで成長している。福岡の商業におけ

る地域間競争は，天神地区内部での競争から天神地区と郊外型大型店との

競争，そして博多駅地区との競争へと転化してきているのである₅₅︶。

₂.　広島市の主要百貨店と紙屋町・八丁堀地区の課題と今後について

　これまで見てきたように，札仙広福の中心地区ではそれぞれ独自の競争

を展開しつつも，似たような問題に直面していると言える。それは，郊外

型 SCやアウトレットの出店の影響もさることながら，最近では，JRの主

要駅・周辺の再開発や商業集積化が進むことで，主要な百貨店が所在する

伝統的な商業地区（札幌大通地区，仙台青葉区一番町，広島紙屋町・八丁

堀，福岡天神）の吸引力が一段と低下していることである。

　こうした札仙広福の小売商業の都心回帰とも呼ぶべき新たな流れは，札

幌においては大丸の出店（₂₀₀₃年），仙台では JR仙台駅東西自由通路の拡

幅とエスパル仙台東館の開業（₂₀₁₆年），広島では JR広島駅南口 B・Cブ

ロック（₂₀₁₆年）とエキエの（一部）開業（₂₀₁₇年），そして博多では JR

₅₃） ₂₀₁₄年に，丸井グループは「消化仕入れ」方式から家賃収入が中心の「定期
借家」方式に転換し，従来の百貨店型からショッピングセンター（SC）への業
態転換を実施した。これにより誘致しづらかった飲食やサービス業がテナント
として入店するきっかけになっている（『日本経済新聞』₂₀₁₆年 ₄月₂₁日地方経
済面［九州］）。

₅₄） 『西日本新聞経済電子版』₂₀₁₇年 ₄ 月₂₁日。
₅₅） 松原（₂₀₁₄）₈₂頁。
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博多シティの開業（₂₀₁₁年）が契機となり，現在まで続いている。主要百

貨店と伝統的な商業地区にとって，こうした新たな動向は，郊外型 SCや

アウトレットとの競争で消耗し，市場規模を縮小させている最中に，追い

打ちをかけるような出来事であるといえるだろう。

　さらに，各都市の伝統的な商業地区においては商業ビルが老朽化し，ビ

ルの建て替え問題も顕在化している。札幌大通地区では，₁₉₇₂年の札幌五

輪開催に合わせて建てられたビルが多く，現在，建て替えの検討を迫られ

ている₅₆︶。その一方で，将来の札幌の経済に対する見方は厳しく，投資リ

スクが高いという問題や地元資本だけでの建て替えは困難であるとの声も

ある₅₇︶。広島でも，紙屋町・八丁堀地区にある₃,₃₉₁棟の建物のうち，築

₅₀年以上の建物が₁₄％，₃₀年以上になると約₆₀％と，建て替え問題は待っ

たなしの状況である₅₈︶。商業ビルの建て替えや再開発が進めば，魅力ある

テナントを誘致でき，街の活性化や客足を取り戻すきっかけにもなるだろ

うが，各都市はそれぞれ思い通りにならない事情を抱えている。

　このように札仙広福では，ある程度似たような問題状況を共有している

が，その問題に対する各都市とそこに所在する百貨店の取り組みには違い

が見られる。以下で，そうした取り組みの先進事例₅₉︶ を確認していくこと

で，紙屋町・八丁堀地区（広島市の伝統的な商業地区）が抱えている課題

を浮き彫りにしていきたい。そうした事例のなかには，百貨店が独自に実

施している小売政策や他の業者との連携事業，地元の自治体や行政の取り

組み，そして，地元の小売業や商店街が地元の自治体や行政を巻き込んだ

エリアマネジメント的な試み，等々が含まれている。やや散発的な分析に

なるが，以下でそれらを確認していく。

₅₆） 『日本経済新聞』₂₀₁₂年 ₂ 月 ₄ 日地方経済面［北海道］。
₅₇） 『日本経済新聞』₂₀₁₅年 ₃ 月₂₄日地方経済面［北海道］。
₅₈） 『中国新聞』₂₀₁₈年 ₄ 月₁₂日朝刊。
₅₉） 先進事例といっても，厳密には，札幌・仙台・福岡における事例のことを指
しており，ここでは他都市の事例を取り上げない。
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（1）　百貨店の個別政策

　百貨店が個別に実施している取り組みとしては，まず，ターゲット顧客

を拡大することで，客離れに対応していることである。

　現在，百貨店ではインバウンド需要は好調である一方で，国内の客離れ

は深刻化している。ある調査によれば，百貨店を月に ₁回以上利用してい

る人は₂₃％と ₆年前に比べて ₉ポイント下がった。逆に，「ほとんど行かな

い」と回答した人は₃₇％で ₇ポイント上昇。₂₀代以下の数字は顕著で，「利

用したことがない」と答えた人が₁₅％に上る₆₀︶。インバウンド需要は好調

であるものの，国内の客離れ，とりわけ年代が下がるほど，利用率が下が

る傾向にある。こうしたなかで，福岡天神地区の百貨店は，若い世代を取

り戻そうとしている。

　博多大丸は，₂₀₁₄年に東館エルガーラ地下 ₁階の若者女性向け衣料品売

場を，子供服や親子のカジュアル衣料を取り扱うフロアに改装した。百貨

店では，子供向けフロアは上層が定番であるが，地下 ₁階に思い切って移

動させた。同フロアが地下にあるのは全国的にも珍しい。子供用トイレや

授乳室も完備し，子供の遊び場も併設した。₃₀～₄₀代の子連れが集まる場

所と提供することで，博多大丸流のコト消費のあり方を示している₆₁︶。ま

た，インバウンド対応も抜かりない。東館エルガーラ ₅階に，ラオックス

大丸福岡天神店を開店させ，免税カウンターも設置した。高級ブランドか

ら家電，土産類まで， ₁箇所で揃う百貨店の利便性を PRし，集客を目指

している₆₂︶。

　また，博多大丸と同じグループ（J.フロントリテイリング）の傘下にあ

る福岡パルコは，₂₀₁₄年に新館を開業した。新館に加えて，パルコ本館に

隣接する西日本鉄道が保有する駅ビルの一部フロアを賃借し，増床するな

₆₀） 『日本流通新聞』₂₀₁₈年 ₄ 月₂₇日。
₆₁） 『日本経済新聞』₂₀₁₄年 ₆月 ₇日地方経済面［九州］；『日本経済新聞』₂₀₁₄年
₉ 月₁₃日地方経済面［九州］。

₆₂） 『日本経済新聞』₂₀₁₅年₁₀月₁₆日地方経済面［九州］。
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ど，積極的な出店攻勢をしかけている。本館・新館ともに，₁₀～₂₀代の若

者向けのテナントが多く，博多大丸が提供しているテナントやブランドと

の住み分けができている。博多大丸の手薄な部分を，パルコがカバーする

ことで，グループ全体でフルラインのサービスを提供しようと試みている。

　それに対して，ライバルの福岡三越も新たな動きを見せている。郊外の

大型 SCの台頭に押されて，₂₀₀₄年頃から苦境に立たされていたが，₂₀₁₀

年に親会社の三越と伊勢丹の経営統合に伴い，福岡三越と岩田屋が合併。

岩田屋三越が発足した。差し当たって，隣接する岩田屋 ₂館（本館・新館）

とのテナントの重複をどう整理し，住み分けを図るかが経営課題になって

いたが，岩田屋には高級ブランドを集積・充実させる一方で，福岡三越の

₃階以下の下層フロアは駅（西鉄福岡［天神］駅）直結を活かしたターミ

ナル百貨店にすべく，大規模な改装を実施した₆₃︶。

　₂₀₁₃年に地下 ₂階食品フロアで生鮮食品を拡充し，百貨店に馴染みの薄

い客を呼び込んだ。続く₂₀₁₄年には，地下 ₁階全面を₃₀代女性向けの専門

店街「ラシック福岡天神」に開業させた。ラシックは，₃₀～₄₀代を中心と

した大人の女性をターゲットにしている。₃₀代になると，パルコなど

ファッションビルを卒業し，高くても価値ある商品に手を伸ばし始めるが，

一方で，百貨店の商品は高級すぎて手が出ないという人も多い。当時，天

神地区には，そういった人たちの需要に対応できる店舗が少なかったが，

福岡三越地下 ₁階はその受け皿となるべく再出発したのであった₆₄︶。

（2）　百貨店の連携と共同イベントの開催

　次に，ライバル関係にある百貨店同士が共同イベントを実施する新たな

動きもある。

　仙台では，都心回帰の流れに対抗すべく，一番町エリアの百貨店各店が

新たな試みを実施している。₂₀₁₇年 ₅月に，藤崎と仙台三越が「杜（もり）

₆₃） 『日本経済新聞』₂₀₁₄年 ₇ 月₁₀日地方経済面［沖縄九州経済］。
₆₄） 『日本経済新聞』₂₀₁₄年 ₉ 月₁₃日地方経済面［沖縄九州経済］。
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の都の百貨店決戦」と題した共同販売イベントを企画・実施した。それぞ

れの店舗が婦人服やリビング用品などジャンル別にお勧め商品を紹介・PR

するという内容で，両店舗の各売り場で対決を意識したイベント企画も用

意し，共通の折り込みチラシで告知した₆₅︶。₂₀₁₇年 ₂ 月には，さくら野百

貨店仙台店が閉店したことも影響している。駅前の顔として長年親しまれ

てきた百貨店の閉店を受け，危機感をつのらせた両社がタッグをくんだ形

である。手垢のついた表現かもしれないが，業態内で協調しながら競争す

ることで，地区全体を盛り上げようとしている。

（3）　回遊性を促進するインフラの整備

　先述のように，各都市で JRの主要駅・周辺の再開発や商業集積化が進む

ことで，主要な百貨店が所在する伝統的な商業地区（札幌大通地区，仙台

青葉区一番町，広島紙屋町・八丁堀，福岡天神）の吸引力が一段と低下し

ている。各都市の地元行政がインフラを整備し，まちの回遊性を高めるこ

とによって，この問題を改善しようとする取り組みもある。すでに指摘し

たように，札幌市が整備した，JR札幌駅と大通地区を地下歩道で結ぶ「札

幌駅前通地下歩行空間（チ・カ・ホ）」は，その代表例である。

　₁₉₇₁年に札幌市営地下鉄が開通した当時から，札幌駅と大通地区を地下

道で結ぶ民間主導の計画があったようであるが，実現しなかった。₁₉₉₄年

に札幌市が地下利用ガイドブランを作成することで，チ・カ・ホ開通へ向

けた試みが始動した。その設置目的は大きく ₂つある。一つ目は，札幌都

心の骨格軸として位置付けられている駅前通の機能の充実と地下活用（例

えば，防災）の推進である。二つ目の目的は，都心の回遊性の促進であ

る。JR札幌駅前地区は国鉄民営化に伴う再開発により商業の活性化が進

み，伝統的な商業地区である大通地区との格差が生じた。こうした格差を

是正し，回遊性を高めることで，駅前と大通地区全体の活性化を図るため

₆₅） 『日本経済新聞』₂₀₁₇年 ₄ 月₂₁日地方経済面［東北］。
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である₆₆︶。

　だが，それ以前にも，同じような目的で地下街が建設されている場所が

他にも存在する。福岡の天神地下街（₁₉₇₆年開業）である。それは渡辺通

り直下にある巨大な地下空間であり，南北約 ₆₀₀ mの長さをもつ（図表 ₆

参照）。並行する ₂本の道路沿いには，約₁₅₀もの専門店が並んでいる。地

下街と直結する施設・店舗には，市営地下鉄天神駅，天神南駅，西鉄福岡

（天神）駅，博多大丸，福岡三越，岩田屋，福岡ビル，福岡パルコ本館，ソ

ラリアステージ，イムズ，天神コアなどがあり，周辺にある建物とほぼす

べて連結している。複数の百貨店や商業ビルを回遊するにはひじょうに便

利であり，消費者が雨風を避けて買い回りできる高い利便性をもつ。

　改めて指摘するまでもなく，百貨店の取り扱う商品カテゴリーには買回

品が多く含まれている。女性用ファッション衣料を例にとっても，消費者

は複数の店舗で商品のデザイン，品質，価格を比較検討しながら購買す

る。消費者の立場からすると，ある特定の商品の比較購買が ₁カ所で済ま

せられれば便利であり，ワンストップ・ショッピングによる費用削減効果

が見込める₆₇︶。天神地区は，百貨店や商業ビルの集積度が高い上に，それ

らを回遊する地下道がしっかり整備されている。これは地区全体としての

強みであり，他の都市（とくに仙台・広島）にはない地域資源といえるだ

ろう₆₈︶。

₆₆） 札幌駅前通まちづくり株式会社取締役総務部長白鳥健志「札幌駅前通まちづ
くり株式会社の取り組み～人の息吹が感じられる都心のビジネス街を目指し
て～」『UIIまちづくりレター　まち・つくる通信』（₂₀₁₄年 ₂月₁₉日）vol. ₁₁。

₆₇） 川端（₂₀₁₃）₁₉₈－₁₉₉頁。
₆₈） 天神地区全体での回遊性の高さは，巨大な地下街以外でも散見される。商業
ビルを見上げると，建物同士を結ぶ連絡通路が整備されている。例えば，先述
のパルコ本館と新館は連絡口で接続され，本館と本館の増床フロアが入居する
西鉄福岡駅ビルは地下 ₁階から ₅階までの ₆フロアで接続している。さらに，
西鉄福岡駅ビルは，南側のソラリアステージと ₆フロアを共有しており，それ
はさらに南側にある福岡三越が入るソラリアターミナルビルと ₄階の連絡通路 →
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（4）　地元地区が一体となったエリアマネジメント

　昨今では，特定の地域を単位として，民間が主導して（あるいは，官民

が協力して），まちづくりや地域経営を推進するエリアマネジメントが注目

されているが，二宮（₂₀₁₂）が指摘している通り，「まちづくり」や「エリ

アマネジメント」という言葉が生まれる以前から，福岡天神地区では地元

商店街，百貨店，交通事業者，地権者，自治体，商工会議所など，組織性

格が全く異なる利害関係者が連携し，地元の活性化のためにソフト・ハー

ドの両面で地域一体型の取り組みを続けてきた。

　驚くべきことに，先の天神地下街の構想を働きかけたのは，これら地元

の民間業者であった。天神地区の活性化のために₁₉₄₈年に岩田屋と近隣商

店街の有志が「都心聯盟」を設立。のちに「都心界」に改称し，その後約

₁₀₀社からなる「天神発展会」もつくられ，街づくり活動を強化してい

く₆₉︶。ソフト面の取り組みとしては，「博多どんたく」や「博多祇園山笠」

といった地域の祭りがあり，ハード面では，天神地区の回遊性を高めるた

めに建物や通りの一本化について行政や他組織に繰り返し要望を提出して

きた₇₀︶。そして，₁₉₇₀年代に行政に提言したのが，先の巨大地下街の建設

であったのである。

　エリアマネジメントの計画立案や調整役を担っている上記の主体は，商

店街，百貨店，交通事業者など，組織性格の異なる複数の利害関係者から

構成されている点は興味深い₇₁︶。また，地元商業者は天神地区への小売の

 でつながっている（図表 ₆を参照）。連絡通路を使えば，複数のビルを水平移動
でき，ビル間の移動時間を大幅に短縮させられる。

 　また，グループ会社でみるとライバル関係にある福岡三越とパルコがビル間
で連結され，互いに店舗を行き来できるのも，天神地区の魅力であり，一風変
わった光景であるかもしれない。無論，こうした街の集積と連絡構造は，行政
がリードし，設計主義的に作り上げたわけではなく，自然発生的に集積してで
きあがったものであることは改めて指摘するまでもない。

₆₉） 遠山（₂₀₁₀） ₆ － ₂ 頁。
₇₀） 二宮（₂₀₁₂）₃₉₉頁。
₇₁） 詳細については，二宮（₂₀₁₂）を参照。

→
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新規出店に対して反対運動をしたことはなく，「競争すべき時は競争し，一

緒にすべきところは一緒にする」という精神の下で，新規出店者に寛容な

姿勢をとり続けてきた₇₂︶。こうした風土や地域特性が，天神地区のこれま

での発展と小売集積の高さを支えてきたといえるかもしれない。歴史的に

は，仙台一番町地区にも似たような状況が一部あるけれども₇₃︶，地元の小

売業者が業種業態を越えて結束し，これほど長期にわたって共同事業を展

開してきたケースは，全国的にも珍しいのではないだろうか。

（5）　地元自治体や行政の支援

　最後に，福岡は，地元行政（福岡市）の支援や対応も迅速である。先で

札幌と広島の商業ビルの老朽化と建て替え問題について触れたけれども，

福岡もおおよそ似た状況である。だが，福岡市はすでに対策に乗り出して

いる。具体的には，国による建物の高さ上限の緩和と福岡市独自の容積率

の緩和を組み合わせて，ビルの建て替えを促進する「天神ビッグバン」構

想をすでに始動させ，₂₀₂₄年までに天神地区にある₃₀棟の民間ビルの建て

替えを目指している。無論，その背景には，天神地区からの規制緩和の要

請があったと推察されるが，それにしても都心活性化の対策としては，他

都市よりも先に進んでいるように思われる。

₇₂） 二宮（₂₀₁₂）₄₀₀頁。
₇₃） ₁₉₃₃年の仙台三越の開業は地元資本が建設したビルに，地元からの多くの希
望を汲み取って誘致したという歴史的な経緯がある（大岡₂₀₀₉，₁₆頁）。これに
対して広島は，歴史的に，主要な百貨店と地元商店街や小売業者は対立してき
たという背景がある。そごうと三越が₁₉₆₉年に相次いで広島市に出店申請を提
出した直後，消費者は都市百貨店の出店を歓迎したけれども，地元小売商は同
年に「百貨店進出阻止実行委員会」を結成し，「百貨店進出の絶対阻止」を決議
した。同委員会はその旨を広島県，広島市，通産局，商工会議所に陳情し，反
発を続けた。以後， ₃年にわたり，広島商工会議所を仲介役として，長期審議
が余儀なくされた（『社長さん　ひろしま経済　人と歩み』（₁₉₇₄年）中国新聞
社，₃₅₂－₃₅₃頁）。
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（6）　課題の抽出

　以上のように，札仙広福の各都市における先進事例を ₅点取り上げた。

最後に，その ₅点に関する広島の状況を確認しつつ，課題を抽出する。

　まず，（₁）百貨店の個別政策に関して，広島市内にある主要百貨店に目

を向けてみると，未だ有効な政策を打ち出せていない印象を受ける。百貨

店の利用者の年齢層が年々高くなっており，需要は縮小する傾向にあるが，

こうした問題の対策は先送りされている。博多大丸のように子連れ世代に

注目するのか，ラシックのような顧客層に注目するのか，それとも他の

ターゲットを呼び込むのか，様々な選択肢が考えられるが，いずれにして

も若い世代を呼び戻さない限りは，先細る需要に対して根本的な解決がな

されないように思われる。

　インバウンドの獲得に関しては，需要の多い札幌・福岡と広島では事情

が異なる。例えば，福岡空港への LCCの乗り入れや大型クルーズ船の年間

入港回数は，広島の比較にならないほど多い₇₄︶。さらに，広島での滞在時

間は短く，宮島や平和公園周辺などの観光が優先されるので，買い物に時

間を割かない傾向にある。広島を訪れるインバウンドの数は年々増えてお

り，₂₀₁₅年の約₁₆₆万人（前年比₅₈.₇％増）まで ₄年連続で過去最高を更新

しているけれども，先の広島特有の事情もあって，インバウンド対策せよ

といったところで，目的買いを誘う品揃えやアクセスの利便性など，クリ

アしなければならない課題は数多く残されている。

　次に，（₂）百貨店の連携と共同イベントの開催については，広島でもよ

うやく実施されるようになった。紙屋町・八丁堀エリアで，₂₀₁₈年 ₃ 月に

百貨店（そごう広島店，広島三越，福屋八丁堀本店）と家電量販店など ₉

施設が共同スタンプラリーを実施した。各施設で押されるスタンプの数に

応じて商品券や地元サッカー球団の選手のサインやグッズが抽選で当たる

というもので，₂₀₁₈年 ₄ 月に佐伯区にイオンモールが大型アウトレットを

₇₄） 詳しくは川原（₂₀₁₇）を参照。
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出店するのを念頭に，紙屋町・八丁堀エリアの業者がスクラムを組んだ形

である₇₅︶。実際，スタンプラリー自体がどれほど集客効果や客離れ防止に

貢献するのかは分からないけれども，こうした共同イベントの実施を通じ

て，店舗間の回遊性を高めようとする試み自体は重要であるし，回遊性の

向上は，百貨店を含めて紙屋町・八丁堀エリアの活性化を考える際の一つ

のキーワードになることは間違いない。

　（₃）回遊性を促進するインフラ整備，（₄）地元地区が一体となったエリ

アマネジメント，（₅）地元自治体や行政の支援については福岡天神地区の

事例を取り上げたが，それと比較すると，あらゆる面で広島はその後塵を

拝しているという印象を受ける。

　（₃）については，広島にも第 ₃セクターが運営する地下街「紙屋町シャ

レオ」（₂₀₀₁年開業）はあるものの，現在は，売上不振とテナントの退店に

より空き区画が増えており，累積赤字も目減りしない状況である。₂₀₁₆年

には，管理主体である国土交通省と市の規制緩和により，オープンカフェ

や路上ライブなどイベント利用が可能になり，新しい取り組みもなされる

ようになったが，根本的な解決にはなっていない。シャレオが抱える課題

は，テナント運営やイベント実施といった施設の運営にあるというよりは，

そもそも地下通路の設計や構造上に欠陥があると思われる。川原（₂₀₁₅）

がいみじくも指摘している通り，地下通路は八丁堀界隈へ行く途中で途絶

えており，八丁堀にある百貨店（福屋八丁堀本店や広島三越）や本通り商

店街には連結していない₇₆︶。買い物客の利便性や回遊性の向上といった，

地下街がもつ商業機能に配慮した造りになっていないということである。

　歴史に「もし」はないけれども，天神地区と同様，広島においても紙屋

町・八丁堀地区を中心とした（₄）エリアマネジメントがうまくいき，行政

₇₅） 『中国新聞』₂₀₁₈年 ₃月₁₀日朝刊。同様のスタンプラリーはすでに，西区にあ
る大型 SCアルパークとイズミの新業態「レクト」（₂₀₁₇年開業）がアウトレッ
ト対策として開始している（『中国新聞』₂₀₁₈年 ₂ 月₂₈日朝刊）。

₇₆） 川原（₂₀₁₅）₁₂頁。
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をリードできていれば，シャレオは今と違った形になっていただろう。広

島にそうしたエリアマネジメントの担い手がいないわけではない。中心街

に位置する₁₂の商店街と ₉つの大型店（福屋，広島三越，そごう，広島パ

ルコ，東急ハンズなど）から組織される「中心連（広島市中央部商店街振

興組合連合会）」がある。₁₉₉₂年に設立され，無料駐車券発行サービスや，

地元の祭り等のイベントや，行政と連携して様々な事業を実施し，活性化

や賑わいの創出にかかわっている。とはいえ，どちらかといえばソフト面

での事業が多く，ハード面の整備を行政に積極的に働きかけ，調整し，実

行していくまでマネジメント能力を発揮できているかというと，現段階で

は疑問符がつく。中心連が一丸となり，もっとハード面の整備を地元自治

体や行政に働きかけ，（ソフトとハードの両面で）まちづくりをリードする

エリアマネジャーとして存在感を示してもよいのではないだろうか。

　（₅）に関して，とくに八丁堀・紙屋町のビル老朽化・建て替え問題につ

いていえば，広島市中心部の紙屋町・八丁堀地区の再生に向けた取り組み

が緒に就いたばかりである。広島市は₂₀₁₈年 ₃ 月末に国や県，広島商工会

議所などと ₂回目の検討協議会を発足させた。「都市再生緊急整備地域」の

指定に向けて，必須のエリア設定と整備方針の検討に今後取り掛かる。た

だ，こうした整備計画の目標年次は被曝₁₀₀年の₂₀₄₅年であり，₂₀₂₄年まで

に₃₀棟の民間ビルの建て替える具体的なプランを打ち出した福岡市と比べ

ると，後手の対応に回っている感は否めない。中心地区の吸引力の低下は

時事刻々と進行しており，待ったなしの状態である。（₄）のエリアマネジ

メントとも関係してくるが，紙屋町・八丁堀の再生に向けた青写真を早く

描いてもらいたいものである。

₃.　商店街事例に見る現状と課題

　次に，本稿冒頭で示した問題意識に照らし合わせて，消費者の交通のよ

い利便性の高い駅前商店街の事例から，駅前商店街の現状と中小零細商を

含めたコンフリクトとなる要因について列挙してみたので以下，検討して
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みたい。

（1）　ケース 1：北九州市八幡西区　黒崎駅前商店街

　商店街の背景～新日鉄八幡製鉄所が華やかりし頃，この黒崎地区は安川

電機，三菱化学など地場産業，大手重化学工場の拠点が盛隆し，井筒屋百

貨店黒崎店，そごう，スーパー長崎屋，ダイエーなどの大型店に加えて JR

黒崎駅前商店街はこれら大型店と共に栄えていた。商店街には百貨店に負

けないくらいのメンズ・レディース衣料品店，化粧品店，呉服，薬局，家

具，生鮮三品，日用品雑貨，娯楽（パチンコ，スマートボール），飲食，商

店街の外れには繁華街もあった。

　しかし，新日鉄八幡製鉄所の撤退によって北九州市の一大工業都市は一

気に衰退し，街の活力もそれに伴って失われ，広大な遊休地を残したまま

都市機能も完全に疲弊した。産業の衰退は商業の衰退にも繋がり，かつて

マンモス団地と言われた桃園団地は新日鉄八幡製鉄所の従業員社宅として

人口増加に対応したが，栄華盛衰。現在は，新興住宅地となっている。

　かつて栄えていた黒崎駅前商店街は見るも無残にシャッター通りと化

し，日中でも営業している店舗は₁₀店舗余りであった。メイン通りのふれ

あい通りは歩車分離となり，コンビニ，銀行の他，昼間に営業している小

売商店舗は殆ど無い。また，JR黒崎駅前のペデストリアンデッキから新天

街，カムズ商店街もその殆どの店舗が飲食店であり，僅かに弁当，まん

じゅう，花屋，八百屋，魚屋，化粧品店，呉服店が歯抜け状態で営業して

いるが，メイン通りにも関わらず，その圧倒的多くの店舗はシャッターを

閉めている。店舗を見ると，すべてが総 ₂階となっていることからかつて

は商住一体型の店舗であったことが判る。

　しかし，現在もそこに住んでいるか否か，生活感が感じられるのはほん

の僅かしか無かった。恐らく，店舗所有者は近隣の住宅地に居を構え，商

店街の衰退と同時に店舗運営を諦めたか，もしくは高齢化，後継者難に

よって店舗を手放さなければならない状況に追い込まれたのではないだろ
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うか。いずれにせよ，固定資産税は払わなければならず，おおよそ商店街

全体がこのような状況にあることは察しが付く。

　また，栄町商店街では総菜，化粧品店，一部，揚げ物店があったが，そ

れ以外はシャッター通り，もしくは夜の繁華街となる店が圧倒的に多い。

これは熊手商店街も同様の傾向にあり，コムシティ八幡西区役所のヒアリ

ングでは黒崎繁華街魅力づくり推進協議会によってマップが作成され，現

在₁₁₀軒の飲食店が登録されている。すなわち，当地では主だった商店街の

商業集積はすでに壊滅状態にあり，駅に直結する井筒屋百貨店，専門店メ

イトが唯一商業機能を果たしているという実に皮肉な状況となっている。

　それでは，井筒屋百貨店黒崎店について見てみよう。ここはかつてそご

う黒崎店だった跡地に井筒屋百貨店が居ぬきで出店した経緯がある。しか

しながら，周知のように，百貨店も郊外型 SCの相次ぐ出店によって売上

げ低迷，消費者のライフスタイルの変化によって百貨店業態そのものの存

続が危ぶまれている。とりわけ地方百貨店はその危機感が強い。直近の

データを見ると，₂₀₁₅年度の売上げは₁₅₆億円（前年比₀.₆％マイナス），₁₀

年前の₂₀₀₅年度₂₀₂億円であることから比較すると，単純換算で年率 ₅億円

減少している訳であり，これは単に郊外型大型 SCの進出の影響だけでは

ないと思われる₇₇︶。

　ちなみに，売り場面積 ₂₇,₈₁₃ m₂ （₂₀₀₅年度）から ₂₇,₁₂₄ m₂ （₂₀₁₅年度

現在）にやや縮小してはいるが，m₂ 当たりの売上げ効率は（₂₀₀₅年度）

₇₂₆,₂₇₉円→（₂₀₁₅年度）₅₇₅,₁₃₆円と大きく下がっていることが判る。₂₀₁₇

年 ₃ 月，伊勢丹・三越ホールディングは不採算店舗を ₃店舗閉鎖すること

を決めたが，上述の井筒屋百貨店黒崎店も数値的にはいつ閉店しても不思

議ではないだろう₇₈︶。

　それは実態調査からも見えてくる。先ず，アパレル部門は紳士服，婦人

₇₇） 『日経MJトレンド情報源　流通・消費₂₀₁₈』。
₇₈） 『日経MJトレンド情報源₂₀₀₅』及び『日経MJトレンド情報源 流通・消費
₂₀₁₇』。
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服共にフロアに殆ど客がいないのである。唯一賑わっていたのは ₁Fの食

品売り場であり，₂Fの化粧品（クリニーク，ディオール，エステーロー

ダー，資生堂，アルビオン，RMK，カネボウ，SK-II，ハーバー，コーセー

デコルテ），婦人雑貨・アクセサリー，婦人靴，婦人バック，婦人服売り場

は年齢層が高く，井筒屋百貨店本店小倉店に比べると，圧倒的にブランド

力が無い。

　また，₄Fはプレタポルテ婦人服の階に無印良品，ABCマートメガステー

ジが売り場全体の ₃分の ₁を占めている。本来であれば，異業態は専門店

や SCにテナントとして入るが，これも苦肉の策であろう。さらに，階上

レストラン街は大半の店が平均単価₁,₀₀₀円前後と非常にリーズナブルに設

定されており，これも利用客の層が比較的高齢者が多いことを反映してい

ると思われる。

中小零細商のコンフリクトに関する要因分析

　黒崎駅前商店街の衰退要因は，わが国の基幹産業の一翼を担っていた企

業の相次ぐ撤退（新日鉄八幡製鉄所，安川電機，三菱化学など）によって

労働人口の大幅な減少が挙げられる。また，人口の大幅な減少は商店街の

衰退に拍車を掛けた。かつて井筒屋百貨店があった場所（現在は更地，マ

ンション予定地）周辺は，駅前商店街と繋がっており，買い回り，最寄り

品，専門品などを取り扱う商店が軒を連ねていた。同時に，百貨店の周辺

には大型の GMSが出店していたが，これらの商業集積は重厚長大の産業

都市から一変して商業機能にまで多大な影響を及ぼした。

　すなわち，雇用の場が失われ，本来であれば，買い物客が集うであろう

場所は大幅な人口減少によって中小零細商業者の売上げを蝕んでしまった

のである。さらに，時間の経過とともに商店街経営者の高齢化，後継者難

も想定される。黒崎崎駅前商店街の郊外の調査は行っていないが，多分に

郊外型の SCや専門店の出店が考えられる。

　しかし，このような状況にあるなか，西区役所では様々なイベントの開
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催によって地域住民と商店街を繋ぐ取り組みを試行錯誤している。平成₂₈

年度のイベントカレンダーを見る限り，春には黒崎よさこい祭り₂₀₁₆，長

崎街道黒崎宿東構口まつり，夏は撥川ほたる祭り，黒崎祇園山笠，黒崎咲

かそうちゃ夏休み親子祭り，秋は黒崎₉₆の日，長崎街道黒崎宿秋のにぎわ

いウィーク（区役所他各団体），黒崎宿秋のにぎわい祭り（前掲同），筑前

黒崎宿場まると，黒崎はしご酒まつり，冬はカキ小屋＆屋台村，ヤングサ

ンタ，八幡誕生祭（区役所），城山さくら祭りなど，集客に努めている。

（2）　ケース 2：八幡東区　祇園町銀天街

　鹿児島本線の JR八幡駅は手前にスペースワールド駅，次の駅が黒崎駅と

なっており，この JR沿線一帯は JRの線路を挟んで海側が一大工業集積地，

そして住宅地，商業地の集積となっていた。八幡東区の祇園町銀天街は，

かつては西に桃園団地，東に平野団地という新日鉄のマンモス社宅が並ん

でいた。祇園町銀天街はその中間に位置し，生鮮三品から日用雑貨，衣料

品，書店，買回り品，飲食店まで幅広く業種店が軒を連ねていた。また，

新日鉄八幡の購買会という商業施設が今で言うところのGMS業態として，

当初は社員家族向けに限定されていたが，後に一般消費者にも開放された。

　筆者の記憶では小学校が前田地区，平野地区，陣山地区と ₃つあり，中

学校は花尾中学校が ₁クラス₄₈人， ₁学年₁₂クラスあった。もちろん，こ

れらのマンモス団地周辺には各種病院があり，国道 ₃号線には西日本鉄道

の市電が小倉―折尾間をつないでいた。八幡製鉄所時代は起業祭という大

きなイベントが開催され，社員の家族のお祭りとして賑わいを見せていた。

折しも，高度経済成長期にあり，北九州市が正しく工業都市として日本の

経済の一翼を担っていたのである。

　当時の百貨店はお洒落をして行くハレの場であり，階上のレストランで

Aランチ，Bランチを食事すること自体が贅沢の時代でもあった。しかし

ながら，祇園町銀天街も新日鉄八幡製鉄所の撤退と共に衰退するハメとな

る。最大の衰退要因は基幹産業の撤退とそれに伴う大幅な人口減少だろう。
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また，祇園町銀天街周辺に居住していた戸建ての住民も高齢化し，新日鉄

八幡製鉄所の撤退は雇用環境，住環境，消費者の生活環境，教育環境な

ど，街の機能を根底から崩壊させたと言っても過言ではない。

　今回の調査時ではおよそ₅₀店舗のうち，生業として存続していた店舗は

僅か ₈店舗に過ぎなかった。しかも，これらの店はその殆どが生鮮三品，

もしくは食品・加工食品取扱業種店である。利用客の圧倒的多くは近隣に

住む高齢者であり，およそ ₂時間の調査で買い物客は ₆人，商店街を通る

若者の姿を見ることは全く無かった。祇園町商店街協同組合事務局長（神

谷英晃氏）によると，かつてはアーケードの補修も定期的に行っていたそ

うだが，現在，組合員は僅か₁₁名では金銭的負担が重く，今の状況では実

現は無理だと言っていた。

中小零細商のコンフリクトに関する要因分析

　₁₉₈₀年，八幡東区の人口は₁₀₇,₈₈₀人であったが，₂₀₁₇年 ₆月現在の人口

は₆₇,₂₃₂人と漸次減少している₇₉︶。少子高齢化に歯止めが掛からない現状

は調査対象とした祇園町商店街も同様である。しかし，遊休地が次々と

ベッドタウンとなり，この周辺はマンションや戸建ての住宅地として変化

を遂げている。また，JR八幡駅の北側には大型商業施設があり，スペース

ワールドは閉鎖が決まったものの，現地にはイオンモールがあり，スペー

スワールド跡地はアウトレットモールの計画が表面化している。

　ここで問題となるのが，若い世代の消費行動である。とりわけダブルイ

ンカム世代はその大半が郊外型の SCを利用し，近隣商店街は利用しない

と言うライフスタイルである。すなわち，週休二日と言えども子育て世代

の圧倒的多くはワンストップショッピング，車利用となる。この点，駐車

場が整っていない商店街は，そもそも買い物をする場として選択されない

のである。

₇₉） 北九州市役所 HPによる。
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　また，品揃えにおいても若い子育て世代と高齢者とでは食生活に根本的

な違いが見られる。行政は黒崎駅前商店街をはじめ，他の商店街でも利用

可能なスタンプラリーなどによって消費の喚起に努めているが，商店街活

性化の根本的な解決とはなっていない。この地で長らく食品・加工食品を

営んでいるこうやストアー店主（祇園町銀天街共同組合事務局長）による

と，₂₀₀₀年 ₆ 月に施行された大店立地法以降，急速に大型店ラッシュと

なったことを指摘された。

　もはや，主たる産業が無いこの街においては広域型の大型 SCが出店す

れば，道路網が整備されたこの街は殆ど渋滞することなく目的地に到着で

きる。それ故，商店街は地域住民の高齢者だけを対象とせざるを得ないの

である。今後，高齢者の増加と介護が必要となる者が増えることを考慮す

ると，いずれは買い物弱者，買い物難民を自ずと出すことになるだろう。

この界隈を循環するバスの初乗り運賃は₁₉₀円と，他都市（広島市市電₁₈₀

円，福岡市内バス₁₀₀円）と比べても決して安くない。買い物難民や買い物

弱者問題は何もこの商店街だけに限ったモノではない。全国的に地域商業

が抱える問題である。もちろん，この問題は地域行政だけが解決できる問

題ではないだろう。総務省，厚労省，経産省，国交省など横断的に取り組

むべき問題である。

（3）　ケース 3：大阪市住吉区　駒川商店街

　駒川商店街は，天神橋筋商店街，千林商店街など大阪のなかでも屈指の

庶民（地域密着）の買い物の場となっている。商店街の全長は₇₃₀メートル

（南北₅₄₀メートル，東西₁₉₀メートル）の十字型となっており，商店街事務

局によると，鷹宮南通り商店会，オレンジ通り商店会，駅前通り商店会，

コスモス通り商店会，南通り商店会，中央通り商店会，センター通り商店

会，ギンザ通り商店会，日の出通り商店会，昭和通り商店会から構成され

ている。かつては，ダイエー，ニチイ，地場のイズミヤなどのスーパーが

あったが，これらのスーパーはすべて撤退し，現在はビス鷹宮，スーパー
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玉出の ₂店舗となった。

　駒川商店街は商店街通路幅が狭く，自転車の乗り入れが原則禁止されて

いるが，利用者の圧倒的多くはこれを無視し，買い物が集中する昼前は自

転車利用の買い物客が店先で立ち止まると，一気に歩行者の往来がそこで

止まり，往来が難しくなる。地元警察，商店街の入り口には駐輪禁止，商

店街の自転車での買い物は禁止されているが，買い物客は全く無視してい

る。

　ここの商店街は生鮮三品が充実しており，特に精肉店が多い。業種店の

競合はあるが，個々に固定客が付いているようで，価格的にもそれほど大

きな違いはない。最寄り品（₅₄店舗），買回り品（₉₉店舗），飲食店（₂₃店

舗），日用品雑貨・その他（₃₆店舗），サービス業（₂₃店舗）などが軒を連

ねている。住吉区自体の人口（現在，およそ₁₃万人）は減少しており，一

方，高齢者の比率は年々増加している。しかしながら，これほどの業種店

が多く存続していることを踏まえると，買い物客の顧客ニーズにきめ細か

に対応していると思われる₈₀︶。

中小零細商のコンフリクトに関する要因分析

　商店街の業種構成，すなわち，MDの側面から分析すると，一応の業種

が揃っており，この点，買い物客にとって不自由はないと判断される。し

かし，郊外型の専門店や大型店の存在は無視することはできない。駒川商

店街が「はばたく商店街₃₀選」の選ばれた理由は地域連携である。本商店

街が積極的に取り組んでいるのは自治体をはじめ，高齢者のコミュニティ，

子育て世代の子供預かりサービス，まちゼミの開催などである。地域連携

については，近隣の大阪総合保育，城南女子短大，芸術大学短大などが

「子育て支援」のためのスペースの確保，「子育てサポートカフェ」「キッ

ズ・ミート・アート」などに貢献している。

₈₀） 商店街の概要については，商店街振興組合事務局資料による。また，商店街
の店舗数，業種分類は実態調査による。



修道商学　第 59 巻　第 1号

─　　─80

　現在，事務局によると，商店街では₂₃₅店舗が経営に従事しているが，空

き店舗対策も課題として挙げられており，高齢化がますます進むことを考

慮すれば，商店街の生き残りを掛けて後継者育成，商店街が地域に根差す

方策が求められる。この問題は，すべての商店街に該当し，喫緊の課題で

もある。

　また，この商店街は地下鉄谷町線からの利便性も非常に良いことから，

今後は広域からの集客も視野に入れることも重要と思われる。古びた商店

街は近年，昭和レトロなどという呼称で親しまれているが，しかし，脚光

を浴びているのはほんの僅かな商店街に過ぎず，例えば，観光資源である

とか，何か付加価値がない限り注目されない。もっとも，マスコミなどに

取り上げられても所詮，打ち上げ花火的な一過性であれば，その話題性も

瞬時に消える。

　この数年，政府は外国人観光客，すなわち，インバウンドの経済効果を

地域へ還元するために観光資源，地域資源などを有効活用し，地域活性

化，それを踏まえた地方創生に躍起になっている。すでに，インバウンド

の消費そのものが「モノ消費」から「コト・体験消費」へシフトしている

ことを鑑みれば，単に物販だけの商店街は高齢者の買い物の場にしかなら

ない。このジレンマを如何に解消するのか，また，できるのかは商店街

個々の経営者が運命共同体というGemeinschaft的な意識改革と商店街自体

が全体として潤う Gesellschaft的な発想の転換をしない限り，衰退は避け

られないだろう。

（4）　ケース 4：神戸市灘区　水道筋商店街

　水道筋商店街は阪急三宮駅から ₂駅と近く，周辺は緩やかな傾斜ではあ

るが，ベッドタウンとなっており，近隣商店街として重宝されている。水

道筋商店街は東西に延びる商店街であるが，南北にも商店街があり，王子

公園駅前商店会，水道筋ひだまり商店街，水道筋 ₆ 丁目商店街，灘セン

ター商店街，灘中央市場，灘中央筋商店街，畑原市場，畑原東市場，畑原
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商店街，水道筋 ₁丁目商店街からなる。

　「はばたく商店街₃₀選」に選ばれた水道筋商店街（水道筋商店街協同組

合）は上述したようにマンション建設ラッシュで₂₀₁₆年 ₃月，JR摩耶駅が

新設され，交通アクセスの利便性が高く，それに伴って若い世代と従来か

ら住んでいる高齢世代がこれらベッドタウンに共生するため，ライフスタ

イルの異なる世代間ギャップが生じている。

　灘区の人口はおよそ₁₄万人だが，水道筋商店街の業種構成は買回り品₄₃

店舗，最寄り品₂₀店舗，飲食店₁₈店舗，サービス店 ₈店舗，その他₂₇店舗

からなる₈₁︶。アーケードで覆われた商店街には生鮮三品を取り扱う業種店

が充実しており，特に野菜，果物は産地直送，鮮魚店は同時に寿司屋を営

むなど商魂逞しい。商店街利用者は圧倒的に高齢者が多く，業種店は下が

店舗， ₂階が住居という商住一体型のいわゆる昭和レトロの雰囲気が漂う

が，入り口がマンションという立地という珍しい場所でもある。

　商店街の通路幅は狭く，はみ出し陳列が恒常化しており，昼時は買い物

客と飲食店が込み合う。実態調査は開店時からおよそ ₃時までの ₅時間で

あったが，客の流れは午前₁₁時の昼前と午後 ₂時にピーク時を迎える。空

き店舗対策はチャレンジショップとして運営されており，一部は休憩場所

として提供されていた。また，商店街には複数の昔ながらの喫茶店があ

り，高齢者の社交の場所となっていることが伺える。多分，港町神戸はハ

イカラな街として，このような喫茶の文化が根付いているのであろう。

中小零細商のコンフリクトに関する要因分析

　上述したように，この水道筋商店街は三宮から僅か ₂ 駅と近距離にあ

る。三宮駅には JR，阪急線，阪神線，ポートアイランド線，地下鉄とター

ミナル性があり，駅前にはそごう三宮店，三宮商店街，地下街商店街，三

宮大丸，旧居領地には高級ブティックが立ち並び，巨大な商業集積地を形

₈₁） 商店街マップと実態調査による。
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成している。また，買い物だけではなく，観光スポットとして神戸南京町

中華街の他，北野ホテルや女性に人気の場所が数多い。アーケードのある

三宮商店街は，全般的に間口の小さい専門店が多く，その分，奥行きが長

い。本商店街は圧倒的に買回り品の取り扱いが多く，同業他社も多い。

　これらの商業集積地と比較すると，水道筋商店街は生鮮三品をはじめ，

最寄り品の取り扱いによって差別化を図っていると言えよう。もちろん，

商店街の中には買回り品を取り扱う店も見受けられるが，恐らくは長年の

常連客，固定客が付いていると思われる。このように考えると，主な買回

り品は三宮界隈の専門店で，一方，日常の生鮮三品，食料品・加工食品な

どは最寄りの水道筋商店街で買うという使い分けがされていると思われる。

　しかし，水道筋商店街周辺はマンション建設ラッシュで人口も増加傾向

にあり，ベッドタウンとして周辺人口が今後も見込まれる。それ故，新規

顧客を本商店街がどのように受け入れるのかが問題となる。水道筋商店街

は県の補助事業として₂₀₁₀年に「水道筋商店街（エルナード水道筋）まち

再生プラン」を策定した経緯がある。商店街は通勤，通学の経路として，

また，幅広い年齢層の利用をターゲットとして捉え，来街者に安全な環境

に優しい商店街を目指している。ところが，若い世代の買い物客の姿を見

ることは極めて稀であり，ここでも消費行動の違い，店舗の利用の仕方が

異なることが明白である。水道筋商店街ではエコポイント「エルナ」を導

入し，₂₀₁₅年には株式会社全国商店街支援センターが行う「商人塾支援事

業」を実施している。これらによって，徐々に子育て世代の商店街利用も

増えてきており，商店街でも各種イベントの開催によって集客に繋げてい

る。

　どこの商店街もそうだが，従来から商店街を利用していた世代は，もう

既に高齢化しており，そこでは店主と客のコミュニケーションが日常的に

取られていたが，子育て世代は駐車場完備の SCや基本的にワンストップ

ショッピング，買い物ついでにフードコートで昼食，あるいはティータイ

ムなど，時間消費型の購買行動であり，商店街での面倒な接客（対面販



川原・松尾：小売商業の業態開発と中小零細商のコンフリクトに関する研究

─　　─83

売），人間関係などが不得手である。しかし，水道筋商店街のように，商店

街に身近にベッドタウンがあるような立地環境に恵まれた商店街は，この

ような若い世代の取り込みが地域の買い物の場としても，また，コミュニ

ティ形成の場としても重要になるだろう。

（5）　ケース 5：大阪市　福島聖天通商店街

　₂₀₀₆年中小企業庁の「がんばる商店街₇₇選」の一つ。JR大阪環状線の福

島駅と JR東西線の間に位置し，近隣型商店街である。商店街の店舗構成は

₅₄店舗，₂₀₀₆年時の商店街会員数は₁₃₅であったので，調査時点ではかなり

減少していると思われる。店舗構成を見ると，和食・洋食・中華，お好み

焼き・たこ焼きなどの飲食店が₂₇店舗，衣料品，雑貨品店，リサイクル

ショップ，コンビニなどの物販店が₁₂店舗，歯科，診療所，ビュー

ティー，美容室などのサービスが ₅店舗，不動産，その他₁₁店舗となって

いる₈₂︶。

　この福島聖天商店街は，平成₁₃年 ₃ 月に施設整備事業を行い，老朽化し

た街路灯₃₉本，アーチ ₅基，₁₂月にはカラー舗装，商店街全体を「游歩＝

UFO」に統一。その後，夏の夜店の一環として「占いイベント」を開催し

たことから，占い好きの女性に圧倒的に支持を得た。また，USJに近いこ

とから，修学旅行生の体験コースとして空き店舗活用も行った。このよう

に，商店街の賑わい創出は，占い（占い師）の町としてマスコミに取り上

げられたことから有名となり，「売れても占い商店街」と自虐的なフレーズ

で来街者が訪れていた。また，噺家の月亭八方氏の八聖亭が多目的スペー

スとして八方会の他，カルチャースクールの開催などによって運営されて

いる。しかし，その後は都心部人口の減少，流通構造の変化，消費者購買

行動の変化などによって，この駅前商店街は衰退した。

₈₂） 商店会会員数の数値は，₂₀₀₆年時「がんばる商店街₇₇選」だが，商店街構成
は実態調査による。
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中小零細商のコンフリクトに関する要因分析

　駅前商店街という好立地にありながら，物販よりも飲食店が多いという

商店街は何もこの地に限ったことではない。しかし，駅前と言う立地環境

から，かつて物販の専門店が衰退・撤退したのは，郊外型 SCや都心部商

業集積地との差別化に原因があることは言うまでもないだろう。また，こ

の商店街周辺の人口減少は商店街経営の困難さを招いた要因の一つでもあ

る。

　調査時点では，昼時ということから飲食店にはそれなりに客が入ってお

り，間口の狭い飲食店では店内が見えないが，恐らくは常連客か，近隣の

住民ではないかと推測される。さらに，JR大阪駅周辺は再開発されてオ

フィス，マンションが立ち並び，急速に環境が変化している。

　周知のように，JR大阪駅はグランフロントの開業，伊勢丹三越の出店，

ルクア₁₁₀などの専門店の開業が相次ぎ，商業集積地として圧倒的な強みを

持っている。このような背景から福島聖天通商店街は上述のような状況か

ら取り残された感もあり，個々の商店の専門性，品揃えの広さや奥行から

梅田エリアと差別化することが非常に困難であり，現在に至っていると思

われる。

（6）　ケース 6：大阪市淀川区　十三トミータウン・十三駅前商店街

　十三トミータウン・駅前商店街は周囲が住宅地に囲まれており，利便性

が非常に良い。阪急電鉄駅周辺（阪急神戸線，阪急京都線）は飲食店が多

いが，横断歩道を渡ると，アーケード街となり，昭和レトロの雰囲気のあ

る商店街が地域に密着するように存立している。商店街の通路幅はそれほ

ど広くなく，広島市の本通り商店街のおよそ半分くらいだが，非常に活気

がある。

　その主たる要因は日常生活を営む上で不可欠な生鮮三品の取り扱い店が

多いことである。特に，精肉，野菜，果物，鮮魚（海鮮品を含む）は所狭

しと商材が並んでいる。また，アーケードには飲食品店も多く，買回り品



川原・松尾：小売商業の業態開発と中小零細商のコンフリクトに関する研究

─　　─85

（衣料品，呉服）などはしっかり固定客が付いているようで，取扱商品の絞

り込みがなされている。

　大阪市の人口動態調査によると，十三本町 ₁丁目（₉₄₁人），₂丁目（₈₆₃

人），今里 ₁丁目（₁,₂₁₉人），今里 ₂丁目（₁,₃₂₆人），今里 ₃丁目（₄₇₃人）

の合計₅,₉₆₆人，淀川区内の人口割合では僅か₃.₄₆％にしか過ぎない₈₃︶。

しかし，小商圏であるが故に地域密着型商店街であることも明白である。

調査時点では，この商店街を利用している年代は₄₀代後半～₆₀代の利用が

多いことが判った。即ち，居住人口比では地域商店街として十分機能して

いることが証明されるのと，同時に，最寄品の充実した商店街は存続でき

ると言うことが判明される。

中小零細商のコンフリクトに関する要因分析

　十三駅の乗降客は ₁日平均₇.₅万人と非常に多く，京都，神戸の乗り継ぎ

駅として利用率が高い。かつて淀川区には町工場が多かったが，工場跡地

にマンションが建設され，地元商店街は賑わいを見せるかと思われたが，

商店街は単なる通路として利用されるに過ぎなかった。そこで商店街では，

賑わい創出のために，先ずは商店街の改名を行い，十三の地名をトミーに

命名し，商店街入り口に小便小僧のモニュメントを配置した。

　商店街活性化の補助金施策では，賑わい創出には，売上げや通行量など

の数値目標が求められ，本商店街では通行量 ₄％増加を掲げた。また，横

丁 B級グルメを開催することによって買い物客の商店街の回遊性を高める

工夫をした。上述のように，地域密着型の商店街が自助努力し，様々な活

性化策を駆使して存続する事例として注目される。今回のケースには行政

サイドのコーディネーターの介在があり，商店街会員の同意形成が何より

も必要不可欠である。

₈₃） 大阪市役所人口統計による。
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（7）　ケース 7：福山市　本通り商店街

　JR福山駅前にはかつて商業施設キャスパがあったが，現在も跡地活用は

未定となっている。また，東側の伏見町も地権者の合意形成がままなら

ず，この地も活路が見出せていない。伏見町から₂₀₀メートル東へ向かう

と，本通り商店街がある。ここも以前はアーケードがあったが，老朽化し

たアーケードを撤去し，この度，リニューアルオープンした。この界隈の

商業環境は依然厳しく，駅前の天満屋百貨店も苦戦を強いられている。本

通り商店街はオープンモールとなり，昔から営業していた専門店が多数

残っており，商店街周辺が住居地となっているので固定客がしっかり付い

ている。

　今回の補助金活用によって，まちなか情報ぜっぴ，まちなか情報プラザ

ふくふくなど，交流広場としての機能を持つ。また，とおり町交流館は多

目的ホールとして各種イベントに利用されており，商店街の賑わい創出に

貢献している。昔ながらの業種専門店が存続することが難しい今日，この

本通り商店街とこれに続く船町商店街筋は地域商店街のモデルにもなる。

しかし，船町商店街は調査時にもシャッター通りとなっている店舗が見ら

れ，今後の対策が必要である。

中小零細商のコンフリクトに関する要因分析

　JR福山駅前の天満屋百貨店の直近の売上げは₂₀₈億円（前年比－₁.₅％　

₂₀₁₇年 ₈ 月₁₆日 MJによる）₈₄︶ であるが，百貨店を利用している主な年代

は，₄₀代以上の層である。これは何もこの天満屋百貨店に限ったことでは

ないが，若い世代は JR福山駅のさんすて福山や郊外の SCを利用する。若

い世代が百貨店を利用しない傾向は地方都市で顕著に見られ，この世代は

地域密着型の商店街を利用するのは極めて稀である。

　本通り商店街は若い世代をターゲットとした取り扱い商品が非常に少な

₈₄） ₂₀₁₇年 ₈ 月₁₆日 MJによる。
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く，業種店の集合体である商店街はこの点が不利に働く。また，接客にお

いても若い世代は自分と同世代の店員とのコミュニケーションは未だしも，

百貨店や商店街の年齢層の高い店主やスタッフとはなかなか対話ができな

い。ましてや，店舗の扉が閉まっている店は極めて入りにくい。この点，

SCやさんすて福山などのようにオープンスペースであればウィンドウ

ショッピングもし易いのだろうが，間口の狭い商店街では購買ロスを自ら

招いている。

（8）　ケース 8：柏駅前通り商店街

　柏駅前商店街は西口商店街，高島屋ステーションモール（商業面積 

₅₀,₅₈₃ m₂，₃₅₈億円₂₀₁₇年 ₈月₁₆日MJ）に並行して，この界隈にはオフィ

スビルが立ち並び，そのため，商店街と言っても圧倒的に飲食店が多く，

一般的な業種店は極めて少ない。一方，柏駅東口は柏そごう（商業面積 

₃₂,₅₉₃ m₂，₂₀₁₆年 ₂月₁₁₅億円　₂₀₁₆年 ₉月₃₀日閉店），スカイプラザ（現

在，ビッグカメラ，紳士服の青山），カリオンの塔（待ち合わせ場所として

地元では有名）があり，ここから柏神社に向けて商店街が並ぶ。

　ここもビル（空き店舗が目立つ）に入居する商業者と路面で商売する小

売店が明確に分かれており，イトーヨーカ堂（閉店予定）を除くと，全般

的に飲食店が多く業種店が少ない。即ち，この背景には柏駅周辺にイオン

モール柏（商業面積 ₄₄,₀₄₈ m₂　₂₀₀₆年開業），郊外に流山おおたかの森

S・C（商業面積 ₄₁,₁₂₀ m₂　₂₀₀₇年開業），さらに，ららぽーと柏の葉（商

業面積 ₄₂,₀₂₁ m₂　₂₀₀₆年開業）と言った郊外型大型店の進出によって大

打撃を受けたのである₈₅︶。

　いずれの大型店も商業面積が ₄万m₂ 超えであり，駅前の一等地であっ

てもこの商業面積ではかつての GMS規模となり，消費者ニーズに応えら

れない状況となる。また，皮肉なことに，柏市の人口は増加傾向にある。

₈₅） 数値は，直近のMJのデータによるが，撤退した SCについては前年度のMJ

の数値としている。
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中小零細商のコンフリクトに関する要因分析

　本来であれば，駅前商店街と言えば，通勤帰りの買い物の場として重宝

される筈であるが，駅前の ₁当地に百貨店，SCが進出すると，既存の商店

街は太刀打ちできなくなる。食品から日用品，買回り品など，すべての買

い物が百貨店，SCのワンストップで済ませられるのである。現在のような

時間消費型のライフスタイルであれば，なおさらこの傾向は顕著となる。

　柏市の人口は₄₂₀,₄₃₅人（₂₀₁₇年 ₈月現在）であり，₂₀₁₃年以降，徐々に

増加している₈₆︶。これは筆者の仮説であるが，各市の総人口に対して ₁百

貨店が商圏人口₃₀万人と仮定すると，駅前には当然， ₂ 店舗は不要とな

る。また，駅前と言う好立地にありながら商店街が存続できないのは業種

構成，業態との競合が避けて通れない状況からである。

（9）　ケース 9：仙台駅前商店街

　今春，₂₀₁₇年 ₂ 月₂₆日，駅前という好立地にありながらさくら野百貨店

仙台店（本店：青森市）が経営破たんした。商業面積 ₂₃,₁₅₀ m₂，負債総

額₃₀億円，フロアのテナント貸し ICI石井スポーツ，ブックオフ，H&Mは

他店に移動した₈₇︶。この地は，あおば通りに面して近くには仙台朝市商店

振興組合をはじめとした駅前商店街があり，さくら野百貨店の撤退は駅前

商店街にも大きな影響を及ぼす。仙台駅前商店街は東北新幹線の開業に

よって JR仙台駅はペデストリアンデッキを作り，駅前の大型商業施設への

アクセスとして，また，路面の商店街へと続く道となっていた。

　駅前商店街一帯は，上述した仙台朝市商店街，本町商店街，ハピナ名掛

丁商店街，おおまち商店街，クロスロード商店街（飲食・カフェ₃₇，

ファッション₂₃，専門店・ドラッグストア₄₅，サービス・観光₃₁，エン

ターテーメント ₆），マーブルロードおおまち商店街，サンモール一番街商

店街，ぶらんど～む一番町商店街，一番町四丁目商店街などから構成され

₈₆） 柏市市役所の人口統計による。
₈₇） 毎日新聞　₂₀₁₇年 ₂ 月₂₈日付。
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る。商店街の殆どがアーケードに覆われ，一部ファサードがあるものの自

転車の乗り入れも規制されて歩行者は快適にショッピングが楽しめる。

　例えば，JR仙台駅に最も近いハピナ商店街はペデストリアンデッキに

よって接合され，カフェ，ショッピングアーケードとなっている。また，

マーブルロードおおまち商店街は地場百貨店の藤崎と繋がり，自動演奏の

パイプオルガン，オーロラによって買い物に快適な空間の演出を提供して

いる。これらの商店街のなかで一番大きな商店街が一番町四丁目商店街で

あり，ファッションを中心とした専門店およそ₁₅₉店舗，アーケードの長さ

も₃₇₇メートルとなっている。さらに，これらの各商店街では一斉に七夕祭

りを開催して市民に親しまれている₈₈︶。

中小零細商のコンフリクトに関する要因分析

　JR仙台駅は東北 ₅県の陸の玄関口として要所であるが，駅前に広がるこ

れら一大商業集積地は仙台市民ばかりでなく，他県民，インバウンドにも

重宝されている。もちろん，仙台市内には SIRIUS仙台，仙台パルコ，一

番町ステアなどのファッション中心の大型店，郊外にも仙台泉プレミア

ム・アウトレット，三井アウトレットパーク仙台港，泉井パークタウン タ

ピオ，イオンモール名取，ララガーデン長町などの SCと競合激化してお

り，中小零細商が密集する商店街も例外ではない。

　駅前商店街のなかでも仙台朝市商店街はリニューアルオープンしてお

り，朝市は常設され，営業時間は午前 ₉時～午後₁₈時までとなっている。

ここは仙台の台所と称され，また，この場所には「仙台アメ横と」呼ばれ

る飲食，趣味性の高いファッション，雑貨他，アキバ系の店舗も入店して

いる。この朝市に来れば食材のすべてが揃うほど品揃えが豊富であり，取

扱いアイテム数も非常に多く，平日でも ₁万人が来場するほどの賑わいを

見せている。

₈₈） 商店街の概要については HPを参照。
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　JR，地下鉄，自動車道など，交通の利便性もよく，飛行場からのアクセ

スもよい。市内市場規模は₁.₂兆円（平成₂₈年度），人口₁₀₈万人であること

から，広島市と比べて買い物客の消費金額（消費性向）は高いことが判

る₈₉︶。

　JR仙台駅から広がる広域商圏にこれほどの商店街が密集し，しかも輔車

分離され，景観，美観に配慮された街づくりが各個店の個性を磨いている

ものと推察される。すなわち，既存の大型店と地域に根差す商店街が見事

に共存していることになる。

（10）　ケース10：金沢市片町商店街

　金沢駅から香林坊交差点の犀川大橋にかけて市内最大の繁華街であり，

広島で言うところの流川に匹敵する場所である。この片町商店街は₂₀₀₆年

中企庁の「頑張る商店街₇₇選」ににぎわいあふれる商店街として選定され

た。片町商店街のアーケードは₁₉₈₁年にさかのぼり，地元地権者が自己負

担によって設置された。そのため，高さにバラツキがあり，統一アーケー

ドとした。また，街路灯も₁₉₉₅年に完工した。

　この商店街は古くからの老舗がある一方，最近のトレンドを扱う店舗も

あり，夜の繁華街が軒を連ねる昼と夜の二面性を持つ。がんばる商店街の

選定は，片町 IT化による情報発信，金沢ビズカフェ，これは空き店舗活用

の一環である。次に，商店街の LAN化を行い，商店街をネットワーク化し

たことである。プラズマの大型ディスプレイを用い，携帯電話と連動さ

せ，さらに携帯電話から各コンテンツ（グルメ情報，観光情報など）を投

稿して，それを大型でディスプレイに映し出す。

　さらに，片町ホームペーシ「イーカタマチドットコム」を作成した。商

店街は物販₃₃店舗，飲食₄₇店舗，美容・健康 ₃店舗，観光 ₄店舗，その他

₅店舗となっている。しかし，近年，空き店舗が目立ちはじめ，金沢市で

₈₉） 仙台市商業統計による。
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は中心市街地出店促進事業補助制度を運用している。

中小零細商のコンフリクトに関する要因分析

　JR西日本が開業した北陸新幹線の影響が大きいと推察される。金沢駅は

在来線のターミナル駅としての機能を持ち，新幹線の開業に伴って JR金沢

駅高架下に出来た金沢百番街は₁₀₀店舗を構える商業施設である。観光客を

主たる客とし，土産物，飲食店など回転率のいいテナント構成となってい

る。

　また，堀川新町には金沢フォーラス（ジャスコの業態転換，商業面積 

₄₅,₈₄₆ m₂，テナント数₁₈₉），周辺にはイオンタウン金沢示野，中心部には

めいてつエムザ（名鉄百貨店グループ　商業面積 ₃₀,₃₈₃ m₂），香林坊大和

（地場大手百貨店　商業面積 ₂₈,₇₈₀ m₂）があり，商業集積としては香林坊

周辺部だが，個々の大型店を買い物客は使い分けをしている₉₀︶。

　上述の片町商店街は₂₀₀₆年当時からかなり衰退しており，例え，昼と夜

の顔を持つ商店街であっても物販の売上げはそれほど見込めない。老舗の

店舗と異業種からなる商店街は若者の買い物スポットにはなりにくい面が

ある。有名な観光地を有するだけに今後の活性化策が求められる。

（11）　ケース11：熱海駅ビル・ラスカ及び駅前商店街（仲見世）

　JR熱海駅は新幹線，東海道線，伊東線が乗り入れ，₂₀₁₆年₁₁月₂₅日，ラ

スカ熱海として駅ビルが開業した。駅前は大きなロータリーと駐車場から

なり，温泉地らしく，足湯が出来る場所が設けられている。ラスカは₁Fが

成城石井の SM，地元の物産展，土産物屋がテナントとして入っている。

恐らく，道の駅的な要素が多分に感じられる。また，₂Fはカフェ，レスト

ラン街，₁₀₀円ショップ，₃Fは東急不動産が入っている。さらに，屋上は

BBQができるオープンキッチンとテラスになっている。限られた商業面積

₉₀） 数値については，日本ショッピングセンター及び日経MJ₂₀₁₇年による。
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であるが，特に ₁Fの土産物屋は郷土の山海産物が一堂に揃うので人気の

スポットとなっている。奥には宅配便の窓口があり，地方配送を受けてい

る。

　一方，駅前商店街である仲見世は圧倒的に海産物の土産物屋と飲食店か

ら構成されている。商店街の店舗は ₁Fが店舗，₂Fが住居と言う商住一体

型が多く，昭和レトロな店舗もあれば，流行りの店舗もある。現在₃₅店舗

が営業しており，飲食店₁₄，名産・趣味₁₁，生活・その他₁₀となってい

る。特に，土産物は干物，海産物が圧倒的に多く，取扱い店も多いことか

ら競合は避けされない。

中小零細商のコンフリクトに関する要因分析

　仲見世商店街は，駅前という好立地にあり，しかも温泉街という最近で

は注目されている観光地でもある。かつて熱海は，昭和時代の高度成長期

の新婚旅行では有名な場所として認知されていたが，海外旅行やレジャー

の多様化によって温泉施設そのものが高齢者や保養所的なイメージから若

者にはなかなか受け入れない存在となっていた。しかし，ここにきて消費

がモノからコトへ移り，インバウンドを中心に消費行動が変化してきた。

もちろん，これはインバウンドだけに限らない。

　観光，レジャーからリゾートというイメージが新たに付加されると，レ

トロ回帰ではないが，老いも若きもこの熱海を手軽に気軽に訪れている。

現在でも年間₄₀₀万人が当地を訪れており，アクセスの利便性も手伝って集

客に余念がない。熱海駅ビル・ラスカの開業によって観光客の導線が出来

たことは仲見世商店街には非常に大きな影響をもたらせたと思われる。そ

れは温泉街であるが故に土産物屋ばかりの集積だけでは観光客は土産物，

レストランがテナントとして入居しているラスカの方がはるかに利便性と

いう点で優っているからに他ならない。仲見世商店街では飲食店数が土産

物屋を上回っており，一部の飲食店では行列が出来ているほど人気店が誕

生している。
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　一般的に，駅前商店街が物販から飲食店などに業態変化すると，衰退す

る傾向が多分に見られるが，この仲見世商店街は飲食店と土産物屋という

物販のバランスが取れているのではないかと思われる。

（12）　ケース12：佐世保市　四か町商店街

　₂₀₀₆年，中小企業庁の「がんばる商店街₇₇選」に選ばれた佐世保市の四

か町商店街は，その後，全国的に商店街が衰退するなかにあって，極めて

健全な商店街であることが今回の調査でも明らかになった。四か町商店街

は，調査時，₁₂₄店舗（うち ₇店舗が空き店舗）あるが，空き店舗も既に契

約済みとなっており， ₇月の七夕祭りのイベントに向けて活況を呈してい

た。

　四か町商店街協同組合の竹本理事長の話によると，本商店街が今なお健

全な状態を維持できている理由は地域住民が積極的に商店街を利用してい

ることに尽きるということである。これは年間を通して商店街が市民参加

型のイベントを行い，これらのイベントに地域住民が飽きることなくしっ

かりと定着している。目下，よさこい祭りを北九州市，広島市などに普及

させている。

　かつて九州地区最大級のイオンの出店が予定されていたが，これを当時

の市長，商店街が断固として阻止し，イオンの出店も小規模に留まり，競

合関係というよりはむしろ商店街の商業施設の一部として機能している。

しかし，最近，JR佐世保駅北側（港側）に五番街という大型 SCが出店し

た。この大型 SCはフードコートと既存の商店街には無いテナントミクス

で構成され，また，年代を問わず利用されており，今後は商店街との棲み

分けが進むのではないかと危惧される。

中小零細商のコンフリクトに関する要因分析

　九州最大級のイオンの出店に猛反対し，地域密着型 GMSとして出店す

ることになったイオンも既に買い物客は閑散としており，集客の目玉は生
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鮮三品に留まっている。しかし，このイオンですら佐世保駅前の SMと競

合し，また，実用衣料品・雑貨などは商店街の既存店とも競合しており，

存続が危うい状況にある。また，四か町商店街の外れには，百貨店玉屋が

あり，ここも ₁Fが化粧品・婦人雑貨の取扱いはあるものの，売り場の大

半は食品 SMの業態に変更されている。

　四か町商店街は，個々の業種店がそれほど競合関係に無く，この点，買

い物客にとって独自性が見出せる。商店街の幅員は広く，アーケードに

よって全天候型となっていることも買い物客にとっては有難い。しかも，

定期的に商店街がイベントを行うことにより，集客に繋がり，商店街協同

組合では年間行事の成否について事業計画と PDCAによって将来的な商店

街の在り方のビジョンを作成している。これまで様々な商店街を調査して

きたが，このようなビジョンに基づく運営と PDCAの遂行によって商店街

を活性化しようとしているケースは極めてレアである。

（13）　ケース13：尾道市　中央商店街

　尾道市は国内観光地として特に女性に人気が高く，文学・箱庭庭園的な

風光明美な景勝地として広島市よりもその支持率は高い。尾道市の中央商

店街は JR尾道駅から左手に延びた全長 ₁.₁ kmのアーケード商店街で昔な

がらの木造建てであり，₁Fが商店，₂Fが住居という商住一体型である。

本商店街は₂₀₁₃年に自己破産申請をしたが，その影響は直接商店街の個店

に及ばず，営業を継続している。

　しかし，火災によって軒を連ねていた店舗は焼失し，現在も復旧の目処

は立っていない。また，主要道路に面した商店街はシャッター通りが多

く，一方，海岸沿いの商店は飲食・居酒屋が多い。アーケード内の商店街

の店舗は昭和レトロを感じさせる個店が多く，物販，飲食，雑貨，土産物

店が大半を占める。さらに，狭い路地には生活感溢れる家屋兼店舗（海産

物店，飲食店）が所狭しと並んでいる。商店街の買い物客は女性が多く，

地域住民だけではなく，恐らく観光客が散策していると思われる。尾道市
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は観光資源に恵まれており，空き家対策，空き店舗活用など，行政，NPO

が積極的に取り組んでいる。日本遺産に認定されたことによって「箱庭」

の眺望を生かした街づくりが課題だと思われる。

中小零細商のコンフリクトに関する要因分析

　尾道市の人口は₁₃.₈万人（₂₀₁₅年国勢調査），高齢化率は全国平均₂₆.₃％

に対して₃₄.₀％，県内比率を見ても高い。尾道駅周辺には駅横にある尾道

福屋店，中央商店街の他，主だった商業施設はイオン尾道店（₁₁,₈₀₆ m₂，

駐車台数₆₅₂台）があるに過ぎず，後は国道沿線，バイパスのロードサイド

に専門店（家電，ドラッグストアなど），食品 SMが点在する。

　いわゆる小商圏であり，分散する住居地，地理的条件（海と山が近い），

山を切り開いた住宅地・団地の形成によって買い物には公共交通機関より

もむしろ，自家用車利用という利便性の悪さ手伝って大型店の出店は難し

い状況にある。特に，若者の買い物は地元よりも他都市へ流出する。それ

は地場の商業施設，業種・業態では生鮮三品を中心とした食品 SMだけで

は満足できないからである。すなわち，買回り品の取扱い店舗，専門店が

少ないということに他ならない₉₁︶。

（14）　ケース14：立川市　駅前商店街

　JR中央線の立川駅前商店街は，いろは通り商店街と，すずらん通り商店

街を中心に南口に面している。北口には伊勢丹立川店，高島屋立川店があ

り，これらの百貨店に面した商店街もあるが，僅か人口₁₈万人の立川市に

は，JR立川駅に JR東日本が運営するグランデユオ，エキュートの SCがあ

り，駅周辺の商業施設だけでも過密地帯である。また，立川駅はモノレー

ルの延伸先にららぽーともあり，敢えて都心部に行かなくても十分に回遊

性が見られ，買い物の環境だけを見ると，激戦区状態にある。

₉₁） 人口統計は，国勢調査及び尾道市役所人口推移による。
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　しかしながら，南口商店街は，これらの物販店とは趣が異なり，圧倒的

に飲食店が多い。恐らく，かつては物販店，専門店などが営業していたと

思われる形跡が点在していたが，業態変化を余儀なくされたと思われる。

中小零細商のコンフリクトに関する要因分析

　上述したように，JR立川駅の SCを含め，北口の百貨店，モノレールの

延伸先のららぽーとという大型商業施設の存在によって，従来，駅前商店

街で営業していた専門店はその売り場面積の狭小さ，取扱い商品の幅と奥

行きの競合によって業態変化を余儀なくされ，かつての物販専門店から土

地，建物の売却などによって飲食店へと転換した。通常であれば，駅前商

店街に飲食店が軒を連ねると，商業機能が衰退する傾向にある。幸い，立

川はベッドタウンでもあることから，駅前の飲食店は近隣のオフィスビル

もあり，賑わいを見せている。

　しかし，商店街とは言え，そのほとんどの店舗が飲食店へ変貌してお

り，地域密着型の商店街は既に形骸化している。JR直結の大型 SC， ₂つ

の百貨店，郊外の SCと駅前及び近郊にこれだけの商業集積があると，地

域商店街は圧倒的な商品力，ブランド力，集客力によって多大な影響を受

けて然るべきだろう。立川市の小売年間販売額はおよそ₂.₃兆円₉₂︶ だが，

流入人口を加えると，この商圏のポテンシャルはいかに大きいのかが判る。

（15）　ケース15：高崎市　駅前商店街

　JR高崎駅は群馬県のなかで交通の要所であり，北陸新幹線，上越新幹

線，上越線，上信電鉄，湘南新宿ライン，高崎線，両毛線，信越本線，八

高線の ₉路線が乗り込んでいる。また，近年，国営富岡製糸工場が世界遺

産に認定されたことにより，観光客が押し寄せている。JR高崎駅は新幹線

の乗り入れによって高架となり，橋上に駅ビル SCのモントレーがある。

₉₂） 立川市統計年報平成₂₇年版。
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さらに，駅西口には高島屋があり，駅周辺だけでも集客力がある。駅西口

はペデストリアンデッキの他，道路整備が綺麗にされており，駅前商店街

をはじめとして，商店街振興組合や商店会，名店街などが₂₄か所も存在す

る商店街の一大集積地である。駅周辺にこれだけの商店街が密集している

地域も全国的に珍しい。

　ちなみに，駅前商店街にはおよそ₈₀店舗が加盟しており，飲食，各種物

販，医療，コンビニ，サービス業などが店を構えている。全般的に，駅前

と言う立地条件から買回り品が目立ち，生鮮三品や最寄品は殆ど見当たら

ない。

中小零細商のコンフリクトに関する要因分析

　現地の商店街振興組合のなかでも高崎中部名店街は₂₀₁₃年，商業活性化

の補助金を活用して近隣の大型商業施設に買い物客を奪われないように地

元大学や行政，地域団体（NPO）と連携を模索し，イベントの開催によっ

て賑わい創出に貢献している。高崎市は人口およそ₃₈万人，高崎中部名店

街は店舗数₇₄店舗（買回り品₂₅店舗，最寄品店 ₃ 店舗，飲食店₁₇店舗，

サービス店₁₅店舗，その他₁₄店舗）からなる。

　商店街自体は広域商店街に位置付けられるが，上述したように，駅西口

には様々な商店街がひしめきあっており，大型商業施設の出店は全ての商

店街においても脅威となる。大型商業施設の来店客 ₁日平均 ₃万人を如何

に商店街へ流動させるかを目標に掲げ，子育て世代，若いファミリーが済

みたい街，散策したい街を課題に消費者ニーズに応える仕組みづくりに取

り組んだ。

　一部，歩行者天国となるエリアに「かぶと虫出没注意」，「街なか成人式」

のレッドカーペットと記念写真，「₁₀₀ mロールケーキ」はギネス記録を達

成するなど，年間のイベントを開催している₉₃︶。また，地元大学が企画運

₉₃） 中小企業庁「がんばる商店街₇₇選」による。
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営する「熱血！高校生販売甲子園」は商店街，行政，企業がサポートし，

現在では全国から参加するまでに至った。さらに，「高崎昼市」は農家の新

鮮野菜の直販が行われ，生産者，飲食店が農産物の他，加工品，オリジナ

ル商品の販売を行って賑わっている。

（16）　ケース16：北九州市　魚町サンロード商店街

　JR小倉駅には JR九州が運営する商業施設アミュプラザがあり，ペデス

トリアンデッキから左にはコレット井筒屋店，右手にはアーケードで覆わ

れた魚町銀天街が広がり，この商店街を南下すると，北九州の台所と呼ば

れる旦過市場がある。旦過市場の右手には井筒屋本店小倉店があり，さら

に紫川を挟んで小倉城，北九州市役所，大型商業施設リバーウォークがあ

る。

　魚町サンロードは魚町銀天街を南下し，旦過市場に向かう左手にある。

現地はこれら商業エリアが広域なことから広域商店街として位置付けられ

ているが，サンロード商店街自体は店舗数₃₈店舗，業態は飲食，小売店，

不動産，サービス業などから構成されている。

　この魚町サンロード商店街は，はばたく商店街₃₀選に選定された理由は

空き店舗の活用である。アーケードを撤去後，この商店街の空き店舗率は

₃₀％と人通りも少なく，この状況を打開するために神奈川大学の曽我部ゼ

ミに協力を依頼し，商店街協同組合₄₃名がまちづくり会社「㈱魚町スト

リートアライアンス」を設立した。また，日本政策金融公庫の借入を受

け，コンテナカフェ，若者の集うポップな商店街を目指し，現在は所轄警

察から道路使用許可を得て，朝市マルシェなども開催している₉₄︶。本来，

商店街の裏通りは人気も少なく，防犯上からも避けられ，空き店舗は放置

されたままの状態が多いが，公共空間の規制緩和によって再生の足掛かり

を掴んだ。

₉₄） 中小企業庁「はばたく商店街₃₀選」による。
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中小零細商のコンフリクトに関する要因分析

　JR小倉駅前に広がる魚町銀天街は，いわゆる飲食，物販（買回り品）の

取り扱い店舗，パチンコなどの娯楽施設が多く，国道を挟んで南側の魚町

銀天街は最寄品，小型の食品 SM，カフェ，飲食店，買回り品が混在する。

一応，JR小倉駅から目抜き通りとなっているが，商店街の業種比率を見る

限り，駅のアミュプラザ（SC），コレット井筒屋店，井筒屋百貨店の業態

はいずれも大型商業施設であり，魚町銀天街，さらに，魚町サンロードを

利用する買い物客は極めて少ないと思われる。僅か ₁ kmの範囲にこれだ

けの商業集積があり，行政区の人口₁₈万人の購買力は高々知れている。

　もっとも，若者が商店街を利用するのは飲食・カフェなどが圧倒的に多

く，ファッション関連商品については，この商店街で買い物をするのは極

めて稀である。買い物の客動線から見ると，駅のアミュプラザ，比較的

ターゲットを若者に絞り込んだコレット井筒屋店などは交通の利便性もよ

く，むしろ，流行に敏感な女性などは新幹線で博多へ買い物に出掛ける。

駅前の商店街という好立地にもかかわらず，利用客の圧倒的多くは高齢の

主婦層である。

　すなわち，ドラッグストアなど身近な商品アイテムであれば，若者も利

用する頻度も高いが，それ以外の商品アイテムは商店街では購入しない購

買行動が如実に現れていると判断できる。

（17）　ケース17：下関市　グリーンモール商店街，豊前田商店街

　JR下関駅はペデストリアンデッキによって歩車分離されており，徒歩 ₁

分弱にシーモール下関という複合商業施設がある。中核テナントは下関大

丸百貨店と専門店₁₆₀余りからなり，下関市民の買い物の場となっている。

グリーンモール商店街は，このシーモール下関のペデストリアンデッキに

よって繋がっている。グリーンモール商店街は通称，リトル・コリアンタ

ウンと呼ばれるほど韓国人，在日韓国人が多い。

　また，グリーンモール商店街は，物販よりもむしろ飲食店が軒を連ねて
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いる。物販は CVS，衣料品店，駄菓子屋，金物屋，薬局，青果，キムチ専

門店，肉屋だが，前者 ₄店舗は CVSを除いて，取扱い商品と店舗形態，昭

和レトロな佇まいから老齢の日本人経営者，後者は店内のハングル文字，

韓国旅行の広告物などから在日，もしくは韓国人経営者と思われる。調査

時点は午後 ₁時～ ₃時までだったが，開店中の飲食店は ₃店舗だけであり，

恐らく夜の営業がメインではないかと思われる。

　一方，豊前田商店街は，かつてファサード付の物販，専門店の商店街で

あったが，現在はその面影は全くなく，その殆どが飲食店，スナック，

ショットバー，風俗店が入居する歓楽街となっている。商店街の入り口に

は，豊前田商店街という名称の標識はあるが，既に，商店街という体を成

していない。午後 ₃時半～ ₄時半までこの一帯を調査してみたが，衣料品

店，花屋は営業していたが，その他は夜の営業である。また，調査時は電

柱の埋設工事，及び道路工事が行われていた。さらに，商店街の後方は至

る所がコインパーキングとなっており，商店街の衰退振りが如実に判る。

中小零細商のコンフリクトに関する要因分析

　下関市は戦後の復興期の早い段階から水産業，それに伴う造船業によっ

て栄えたが，漁獲量の激減，新幹線の開業，高速道路網の発展によって，

それまでの水産・造船の基幹産業は急速に衰退した。また，『国勢調査報告

書』によると，₁₉₈₀年をピークに人口減少が始まり，少子高齢化の進展は

全国レベルをはるかに上回って₂₈％，直近のデータでは人口₂₆₈,₉₄₁人と，

少子高齢化の歯止めが掛かっていない状況にある。

　しかし，県内では下関市は最も栄えた都市であり，下関シーモールの開

業によって市民の買い物の場として現在も親しまれているが，関門トンネ

ルによって古くから北九州市小倉区の大型商業施設，繁華街に買い物客は

流出し，最近では JR小倉駅から新幹線によって最短₁₅分で博多駅まで行け

ば，駅ビルアミュプラザ，博多阪急百貨店，天神地区の ₄百貨店，ファッ

ションビル，大型専門店，天神地下街など一大商業集積地がある。特に，
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お洒落に敏感な若者はテナント数が限られたシーモール下関，JRで₂₀分足

らずで行ける小倉駅ビルアミュプラザ，コレット小倉店，井筒屋本店など

に自分の目当てのブランドや欲しい商品が無ければ，容易に博多まで買い

物に出掛けるだろう。

　また，実態調査では判明しないが，ネットによる買い物もリアル店舗へ

行かない理由に挙げられる。これは下関市に限ったことではないが，シー

モール下関の買い物客を実際に観察すると，親子連れは散見されるが，₂₀

歳代前半の若者を殆ど見ることは無く，圧倒的に年齢の高い層に支持され

ていることが判る。シーモール下関はこの点，地域密着型 SCとして利用

されているが，豊前田商店街は物販店が飲食店へ業種転換し，今では歓楽

街へと変貌している。

（18）　ケース18：倉敷市　倉敷駅前商店街

　倉敷駅前からほど近くには，美観地区，大原美術館などがあり，観光の

人気スポットになっている。JR倉敷駅前には岡山に本店がある百貨店の天

満屋倉敷店があるが，規模が小さく，かなり小商圏である。倉敷駅南口に

はかつてイトーヨーカー堂のアリオ倉敷があったが，現在は天満屋ハピー

ズが核テナントとなり，引き続き運営している。同様に，三井アウトレッ

トパーク倉敷も苦戦している。

　倉敷駅前商店街は美観地区へ通ずる細長い商店街だが，お盆期間中で

あったため観光客は多く，観光客を対象とした店舗は開店していたが，お

盆休み以外の店舗はシャッター通りとなっている店舗もかなり多い。また，

観光客も日本人以外に中国人，韓国人，東南アジア系のインバウンドも多

く見られた。商店街の多くは昭和レトロ感漂う昔ながらの風情を残し，業

種も飲食店の隣が洋品店であったり，カレー専門店の正面が老舗呉服店と

言う何ともアンバランスな商店街構成となっている。美観地区周辺の店は

小奇麗な店舗構えとなっているが，駅前商店街から美観地区に続く商店街

は完全に衰退している。
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中小零細商のコンフリクトに関する要因分析

　倉敷駅南口は，かつて倉敷チボリ公園があったが，経営難のため，₂₀₀₈

年末に営業を中止し，一部の土地を三井不動産がアウトレットパークとイ

トーヨーカー堂のアリオ倉敷として₂₀₁₁年にオープンさせた。しかし，倉

敷駅から僅か₁₅分足らずの場所に₁₉₉₉年 ₉ 月にイオンモール倉敷がオープ

ンし，商業面積 ₈₃,₀₀₀ m₂，専門店₂₃₀テナント，駐車場₄,₇₀₀台，シネマ

コンプレックス併用の大型 SCの出現によって一気に広域商圏を作ること

となった。

　このイオンモール倉敷の出店によって倉敷市をはじめ，周辺の市町村分

部の買い物客を取り込み，当初は三井アウトレットパーク倉敷も棲み分け

がされていたが，集客力の差，取扱いブランドに吸引力が無く，年々，苦

戦を強いられている。もっとも，周辺の商店街，駅前の天満屋倉敷店も同

様である。イオンモール倉敷はデフレの最中のオープンにも拘わらず，買

い物客に圧倒的な支持を受け，₂₀₀₄年，広島にオープンしたイオンモール

広島府中（旧：ダイヤモンドシティソレイユ）よりも売上げで上回ってい

る。ちなみに，倉敷市の人口は₄₈₃,₆₅₂人，小売年間販売額は₄,₉₅₈.₅億円

となっている₉₅︶。

（19）　ケース19：岡山市　表町商店街

　　岡山市表町商店街は，地場百貨店の天満屋本店があり，後楽園前の電

車通りから順に上之町商店街（アムスメール上之町），中之町商店街，下之

町商店街，栄町商店街，紙屋町商店街，千日前商店街から構成されてお

り，すべてアーケードで覆われ，全長 ₁ キロにも達する長い商店街であ

る。しかし，天満屋本店に位置する下之町商店街周辺は高級専門店なども

あり，人通りも多いが，上之町商店街，中之町商店街は商店街に休憩ス

ペースなどが設けられているものの，かなりの店舗がシャッター通りと

₉₅） ₂₀₁₇年速報値　倉敷市総務課データによる。



川原・松尾：小売商業の業態開発と中小零細商のコンフリクトに関する研究

─　　─103

なっており，恐らく固定客が付いている専門店などは地道に営業が出来て

いると思われる。

　一方，天満屋本店から西方面の栄町商店街は昔ながらの金物屋，電気

店，お茶屋などが残っているが，この辺りから一気に客足が減り，千日前

商店街に至ってはかつて映画館などもあったが，殆どの店舗が夜の歓楽街

に業種転換しており，シャッター通りとなっている店舗が極めて多い。ま

た，店舗の裏はその殆どがコインパーキングとなっており，昼間でもここ

を歩く通行人は少ない。

中小零細商のコンフリクトに関する要因分析

　JR岡山駅は新幹線と在来線（山陽本線，山陰方面，四国方面）の中継点

となっており，₁日の乗降客数₁₅万人である。JR西日本が運営するさんす

て岡山，岡山一番街（商業面積 ₈,₄₁₀ m₂，専門店₉₈）の他，高島屋岡山店

（商業面積 ₁₉,₄₉₃ m₂），₂₀₁₄年₁₂月 ₅ 日にはイオンモール岡山（商業面積 

₉₂,₀₀₀ m₂，専門店₃₅₆，駐車台数₂,₅₀₀台），中核テナントとしてイオンス

タイル岡山，タカシマヤフードメゾン岡山，東急ハンズ岡山，イオンシネ

マが入り，西日本最大級の大型 SC（現在はイオンモール広島府中が増床し 

₉₈,₀₀₀ m₂）が駅前に一大商業集積地を形成した。また，僅か市電で₁₀分足

らずの位置に天満屋本店があり，買い物客の利便性は非常に良い。

　しかし，その一方で既存の商店街は駅前商店街をはじめ，駅北口の奉還

町商店街，天満屋本店周辺の表町商店街は衰退の一途を辿り，政令市の中

心部の商店街としては悲惨な状態にある。地方百貨店はいずれの店舗も年

齢層が高く，若者の百貨店の利用は極めて低い。岡山においても，この傾

向は顕著であるが，若者のショッピングゾーンとしては岡山一番街，中高

生はイオンモール岡山のフードコートを利用し，滞在型時間消費の傾向が

見て取れる。
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（20）　ケース20：岡山市　矢掛町商店街

　岡山県小田郡矢掛町は倉敷の奥座敷と言われており，昔の矢掛は宿場町

であり，現在は大名本陣跡が歴史的建造物として残っている。 ₂年前，経

産省のふるさと名物の補助金を受け，現在はこの本陣跡地を起点に観光地

として集客に工夫を凝らしている。

　古民家風の商店街は非常に風情があり，チャレンジショップの他，定期

的なコンサートなどの催事，一昨年はニューヨーク ₅番街で大名行列のイ

ベントを行うなど観光アピールも行った。しかし，如何せん，交通の利便

性が悪く JRの乗り継ぎ，井原鉄道は ₁時間に ₁本の運行状態であり，現地

までの所要時間を要す。倉敷の美観地区からの観光客の取り込み，周遊

コースの開発など課題も多い。

中小零細商のコンフリクトに関する要因分析

　そもそも矢掛の本陣跡地に並ぶ既存の商店街は，ぽつぽつと点在してい

るが，地域住民に馴染みはあるのだろうが，その殆どが開店休業状態で機

能していない状況にある。恐らく，生協や農協，近隣の SMや郊外の SC

へ出て買い物をする術しかない。矢掛町の現在の人口は₁₄,₄₄₃人，高齢化

率は₃₉.₄％と全国平均₂₉.₁％に比べると，₁₀ポイント上回る₉₆︶。また，商

業の年間販売額は商業統計₂₀₁₄年によると，₁₁₄億円，事業所数₁₆₉と漸次

減少している。矢掛町は₂₀₁₇年度より中長期計画を策定しており，町を挙

げて様々な活性化策を講じている。その中心となるのが矢掛本陣跡を活用

した観光である。上述したように，倉敷の奥座敷といううたい文句でア

ピールしており，この観光資源が今後どのように集客に繋げていけるのか

が問題であろう。

₉₆） ₂₀₁₈年 ₁ 月現在，矢掛町 HPによる。
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（21）　ケース21：西鹿児島駅前商店街（一番街商店街）

　九州新幹線の開業に伴って西鹿児島駅は鹿児島中央駅に名称変更し，か

つての駅舎は JR九州が運営するアミュプラザという商業施設となり，この

大型 SCの出店によって市内有数の繁華街であった天文館商店街，地元百

貨店の山形屋，さらにはイオンモール鹿児島の出店によって商圏が大きく

分断された。とりわけ，かつて駅西側の駅前商店街（一番街商店街）は₃₀₀

メートルのアーケードに覆われた飲食，物販，SM，パチンコ店など，近隣

商店街として賑わっていたが，現在は一部の SM，土産物屋を除いて，そ

の殆どが夜の飲み屋街へと変貌した。日中でも奥へ行けば薄暗く，人通り

は極めて少ないシャッター通りとなっている。

中小零細商のコンフリクトに関する要因分析

　九州新幹線の終着駅は在来線の乗り継ぎ駅として，いわゆる交通の要所

として機能しており，駅前の路面電車を利用すると，僅か₁₀分足らずで繁

華街の天文館商店街へ辿り着く。天文館商店街もかつての賑わいとはいか

ないが，天文館商店街はいわゆる業種店が多く存在しており，電車通りの

反対側の歓楽街を除くと，電車通りの両サイドにも専門店が並び，日用品

から買回り品，専門品まで何とか揃う。しかし，上述したように，JR九州

の商業施設アミュプラザの出店，イオンモール鹿児島の出店によって市場

が大きく分断し，既存の中小零細商はワンストップショッピングの SCの

強みによって衰退を余儀なくされたと判断される。

₄．　商店街及び中小零細商のコンフリクト要因について

　 ₄節の事例研究において，各都市，各地域の商店街の現状と商店街を構

成する中小零細商が衰退もしくは活性化の途にあるか，繁栄しているかの

要因について列挙した。事例研究において，繁栄している商店街はごく僅

かであり，安倍政権の掲げた地方創生や地域再生には程遠い感は否がめな

い状況にあることは事例研究の（₁）～（₂₁）を見ても明らかであろう。
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　そこで本章では，商店街が何故，このように衰退の一途を辿ってきたの

かを明確にする必要がある。Conflictと言う言葉を使用したのは他でもな

く，商店街経営そのものに大きく影響を及ぼした要因は先の事例でも明ら

かなように環境変化と新業態にあると考えられる。ひとえに環境変化と

言っても商店街が立地している周辺環境，すなわち，経済的，社会的要因

は直接的（紛争）にも間接的（葛藤）にも影響を受け，新業態などの台頭

（経営手法）は商店街の従来通りの経営手法では太刀打ち出来なくなったこ

とは事実である。これは単に情報化の進展に由るものではない。むしろ，

高度情報化社会の到来によって，消費者購買行動そのものが大きく変化し

たと考えるのが妥当かもしれない。

　それはインターネットの普及によって，これまでの購買がリアル店舗か

らバーチャルモールへ，また，買い回る，いわゆるウインドーショッピン

グがインターネットのショールーミング化へと変化していることからも明

らかであろう。しかも，インターネット上の買い物は₂₄時間，場所を選ば

ないという特徴を持つ。すなわち，消費者は買いたいモノを買いたい業者

（越境 ECも含む）から様々なアクセスによって購買すると言うオムニチャ

ネルによって多少の配送費を掛けても厭わない今日的購買行動へ移行しつ

つあるのである。

　商業統計表によると，₁₉₈₂年の₁,₇₂₁,₄₆₅店舗あったわが国の小売商店数

は，それ以降，減少傾向となり，₂₀₀₇年には₁,₁₃₇,₈₅₉店舗まで大きく減少

した。この間，わが国の商業構造は，総合小売業と言われる生鮮三品，加

工食品，日用品雑貨，実用衣料などを取扱うGMS型の商圏の小さなチェー

ン店によって近隣商店街は大なり小なり影響を受けた。

　また，同時に，酒販の免許を持つ従来型の酒屋（業種）は，現状の取扱

い商品では売上げそのものに限界があり，生き残りを掛けてコンビニエン

スストア（CVS）に業態変化し，これらの CVSは本部とのフランチャイズ

契約を結ぶことによって全国の圧倒的多くの酒屋は酒屋と言う業種から

CVSへ業態変更へと転換した。現在， ₁ 位のセブンイレブンは全国に
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₁₉,₄₂₂店舗， ₂ 位のファミリーマートは₁₇,₀₀₁店舗， ₃ 位のローソンは

₁₃,₁₁₁店舗となっている₉₇︶。

　CVSの新規出店は今なお加速化しており，新陳代謝を繰り返しながらド

ミナント方式によって，消費者のきめ細かなニーズに対応しようとしてい

る。

　一方，上述した SMが大型化した GMSは取扱商品の奥行きと品揃えの

幅から消費者ニーズのきめ細かな対応が難しくなり，かつて大型店であっ

た ₃₀,₀₀₀ m₂ クラスの GMSは流通業者の多店舗展開と競合激化によって

淘汰され，現在は ₅₀,₀₀₀ m₂ 級の郊外型大型 SCへと変貌している。郊外

型 SCの強みは，ワンストップショッピング，広大な無料駐車場（土日祭

は一定時間無料だが，後は購買金額によって清算）・駐輪場，専門店の多さ

とフードコート，レストラン，映画館やゲーム機などのアミューズメント

パークを併設し，滞在型の SCとして親子 ₃世代をターゲットしている。

　ここで注目しなければならないのは，消費者のライフスタイルの変化で

ある。最近では，このライフスタイル提案型 SCを謳ってオープンする大

型店 SCを見掛けるが，なかなか成功事例を見ることが無い。例えば，広

島市西区商工センターに₂₀₁₇年 ₄月₂₉日にオープンしたLECT（₃₇,₀₀₀ m₂）

は，核テナントに，中国地方初出店となるホームセンター・カインズ，蔦

谷書店 T-SITE，食品のゆめマートと専門店₁₅₀から構成されている。

　しかし，この LECTの最大の失敗は，アクセスの悪さとMDにある。公

共交通機関の無い現地では，当初は無料シャトルバスも運行されていたが，

オープン ₃か月以降は片道₁₀₀円（₁,₀₀₀円以上の買い物で無料）の有料で

ある。MRの観点から見ると，₂FのMD（テナントのリーシング）は本

来，ターゲットとしていた買い物層とミスマッチを起こし，集客力，訴求

力が無いに等しい。また，同店では，買い物客に寛ぎの場と時間を提供す

るというコンセプトからカフェが多く配置され，階の至る所に休憩用の椅

₉₇） 『日経MJトレンド情報源　流通・消費₂₀₁₈』₁₃₅－₁₃₆頁。
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子，テーブルなどが置かれている。

　この点が評価されて LECTは Yahoo大賞を受賞したが，イニシャルコス

ト₂₄₇億円の回収，年間来場者₁,₀₀₀万人（₂₀₁₈年末時，₆₃₀万人）の予測は

₁年目から困難な状況となるであろう。郊外型大型 SC同様に，この LECT

もクルマ依存型 SCであることは言うまでも無く，しかもクルマが無いと

現地に行けないという不便さは買い物客にとって使い勝手がこれほど悪い

モノはない。それでは順に事例のコンフリクト要因からさらに想定される

キーワードを摘出してみよう。

　ケース ₁の北九州市八幡西区黒崎駅前商店街，ケース ₂の八幡東区祇園

町銀天街は，戦後の我が国の高度経済成長期に基幹産業の一つである新日

鉄八幡製鉄所，並びに関連する電気，化学など新日鉄八幡製鉄所という大

企業を支えていた地場中小企業も止む無く事業そのものを継続することが

困難となり，鉄の街，北九州市は産業構造の大きな転換期を迎えることに

なった。

　この撤退によって産業構造は重厚長大型から ₃次産業への転換を余儀な

くされ，同時に人口減少，さらに現在，わが国の重要課題でもある少子高

齢化の急速な進展によって，それまで活力のあった地域密着型の商店街は

一気に疲弊することになった。ケース ₁の黒崎駅前商店街は，駅前という

好立地にも関わらず，物販専門店はほぼシャッター通りとなり，夜の飲食

店，歓楽街へと変貌した。また，ケース ₂の祇園町銀天街は，古くからこ

の商店街を利用してきた地元住民の顔なじみの高齢者が徒歩圏内で生鮮三

品を買える唯一の場となっているが，その他の物販・業種店は完全に

シャッター通りと化した。

【コンフリクトの要因となるキーワード】

産業構造の転換，人口の減少，業種店（最寄り品，買回り品店，専門

品店）の転廃業，少子高齢化，郊外型大型 SC

　ケース ₃の大阪市住吉区駒川商店街は，大阪市内でも屈指の賑わいのあ

る商店街であり，かつてはこの商店街周辺には GMS型 SMの競合激化が
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あったが，その後，淘汰されて現在は ₂店舗となり，その結果，地場商店

街と共存しており，地元庶民の主として高齢者の買い物の場として賑わっ

ている。この商店街は，生鮮三品（特に肉屋が多い），衣料品店，ドラッグ

ストア，飲食店，日用雑貨まで揃っており，ほぼこの商店街に来れば何で

も揃う魅力がある。

【コンフリクトの要因となるキーワード】

大型店間の競合，低所得者層・購買層のライフスタイル，高齢者対応

の商店街

　ケース ₄の神戸市灘区の水道筋商店街は，三ノ宮のベッドタウンにある

昔ながらの地域商店街であり，高齢化にとなって利用者の圧倒的多くが高

齢者，それも常連客だが，近年，新興住宅地にもなっており，徐々に子育

て世代が身近な買い物の場として利用し始めた。恐らく，買回り品は三ノ

宮まで僅か ₂駅であるので，この近隣型商店街は比較的価格も安いことか

ら生鮮三品，加工食品，惣菜，日用雑貨などと思われる。特に，目に付い

たのは，魚屋だが，通常の魚屋と違って店舗の奥は店頭の魚を調理して寿

司屋を営む（eat-in），テイクアウトも出来るというような業種・業態開発

を試みているところも数件あった。なお，空き店舗はチャレンジショップ

として利用されている。

【コンフリクトの要因となるキーワード】

はばたく商店街₃₀選→次世代に継承する安全・快適な商店街，高齢者

と子育て世代の買い物の場，比較的リーズナブルな業種と商品構成，

生鮮三品の充実　三ノ宮の商業集積地と異なる最寄品中心の近隣商店

街

　ケース ₅の大阪市福島聖天通商店街は，駅前商店街と言う好立地にも拘

わらず，JR大阪駅再開発事業の進展のよって百貨店・大型店の集積，重要

なターミナル駅の存在と駅舎機能の充実，都心部の人口の集中，一方，商

店街周辺は人口減少と JR大阪駅周辺の専門店と中小零細物販店では太刀打

ち出来ず，従来の業種店は衰退し，現在は飲食店を中心に周辺がオフィス
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街ともあって病院，サービス業が物販店にとって代わった。

【コンフリクトの要因となるキーワード】

大型店・百貨店群との競合，都心部の人口流出，業種店の転廃業，商

店街業種構成の問題

　ケース ₆の大阪市淀川区十三トミータウン，十三駅前商店街は，京都，

大阪への乗り継ぎ駅として要所となっているが，商店街は単なる通路と化

し，集客になかなか繋がらなかった。しかし，賑わい創出のために商店街

活性化補助金施策₉₈︶によって通行量を ₄％増加させ，横丁B級グルメなど

のイベントを開催することによって，買い物客の回遊性を高めることに成

功した。また，現在も自助努力と行政のバックアップによって様々な活性

化策を駆使して地域密着型商店街として存続しているレアなケースである。

【コンフリクトの要因となるキーワード】

交通の要所にも拘らず通路化した商店街，再生の鍵は補助金施策とイ

ベント，数値目標の達成

　ケース ₇の福山市本通り商店街は，JR西日本が運営する商業施設さんす

て福山が主に若者をターゲットにした SCであるのに対して，昔から当地

で専門店を営む業種店で構成されており，老朽化したアーケードを撤去し，

補助金によってまちなか情報プラザ福山，まちなか情報ぜっぴ，通り町交

流館は多目的ホールとして賑わい創出に一役かっている。JR福山駅前周辺

の商業施設は相次いで撤退し，百貨店の天満屋福山店を除くと，近隣商店

街は本通り商店街しかなく，郊外の大型 SCに買い物客が流出している。

補助金を活用した本通り商店街が如何に活性化（数値目標の達成）するの

か注視しなければならない。

【コンフリクトの要因となるキーワード】

駅前商業地の撤退，郊外型 SCの台頭と買い物客の流出，若者の買い

物の場の消失と購買機会ロス

₉₈） 商店街活性化補助金には数値目標が設定されており，₅年後の売り上げ目標，
通行量の増加などが義務付けられている。
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　ケース ₈ の柏市柏駅前通り商店街は，西口に高島屋ステーションビル

（商業面積 ₅₀,₅₃₈ m₂），東口に柏そごう（商業面積 ₃₂,₅₉₄ m₂ 　₂₀₁₆年 ₉

月₃₀日閉店），スカイプラザがあるが，郊外にイオンモール柏（商業面積 

₄₄,₀₄₈ m₂），流山おおたかの森 SC（商業面積 ₄₁,₁₂₀ m₂），ららぽーと柏

の葉（商業面積 ₄₂,₀₂₁ m₂）が相次いで出店し，駅前の求心力が落ちて分

散した。その結果，駅前商店街は物販専門店が飲食店へ業種転換し，人口

増加傾向にも拘わらず，駅前商店街は衰退した。

【コンフリクトの要因となるキーワード】

大型店出店ラッシュと百貨店離れ，郊外型 SCの台頭，大型店間競合，

商店街業種構成の問題

　ケース ₉の仙台駅前商店街は東北地方の玄関口となる JR仙台駅周辺に位

置するが，駅ビル専門店，パルコ，さくらの百貨店（経営破たん）などの

大型商業施設を中心に，依然，賑わいを見せている。特に，朝市の常設は

地元消費者に人気があり，最寄品，買回り品，専門品まで一通り何でも揃

う。近年は，観光客だけではなく，インバウンドも積極的に受け入れてお

り，対面販売が活気をもたらせている。朝市は「仙台アメ横」と呼ばれる

ほど，リーズナブルで賑わっている。大型店との競合はあるが，取扱商品

の差別化によって共存が出来ている珍しいケースである。

【コンフリクトの要因となるキーワード】

大型店と共存共栄，観光客・インバウンドの取り込み，常設朝市の高

評価と差別化

　ケース₁₀の金沢市片町商店街は市内最大の繁華街であったが，北陸新幹

線の開業に伴って JR金沢駅高架下に商業施設が営業を開始し，また，香林

坊などの中心部に百貨店，金沢フォーラス（商業面積 ₄₅,₈₄₆ m₂），周辺に

はイオンタウン金沢示野，めいてつエルザ（商業面積 ₂₈,₇₈₀ m₂）があり，

これらの大型店と競合を余儀なくされ，衰退の一途にある。

【コンフリクトの要因となるキーワード】

新幹線開業に伴う新たな駅商業施設，既存の商業集積地との競合，商
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店街の業種構成の問題

　ケース₁₁の熱海駅前商店街（仲見世商店街）は，温泉・観光地，避暑地

などとして団塊世代には有名な場所である。しかし，近年，海外旅行やレ

ジャーの多様化によって観光地も様変わりし，かつて新婚旅行先として有

名だった熱海も例外ではない。₂₀₁₆年₁₁月₂₅日，JR熱海駅はラスカ熱海駅

として商業施設を併設し，土産物，飲食，日用品雑貨などを取り扱い，日

帰り・宿泊客，インバウンドなど，年間₄₀₀万人が訪れるレジャー・リゾー

ト地として人気が高まってきた。その影響もあって駅前商店街は土産物，

飲食店が活況を呈し，東京や名古屋方面から利便性もよく，今では駅前商

店街は賑わいを見せている。

【コンフリクトの要因となるキーワード】

JR駅ビル商業施設と商店街の回遊性，観光資源の見直しと観光客の取

り込み

　ケース₁₂の佐世保市四か町商店街は，JR佐世保駅から徒歩₁₀分の距離に

あり，現在も業種店が数多く残っている元気な商店街である。調査時に空

き店舗が ₇軒あったが，商店街協同組合の竹本会長の話では，商店街に相

応しい業種店が入店することが既に決まっているとのことだった。しかし，

佐世保港傍に五番街という大型 SCが出店し，主に ₁Fはファストフード，

飲食店，蔦屋書店とスターバックスという SCならではの滞在型であり，

また，₂Fはカジュアル衣料やアパレル専門店，雑貨などが入店しており，

明らかに若者をターゲットにしている。今後は少なからず競合も在り得る

だろう。

【コンフリクトの要因となるキーワード】

駅横の大型 SCとの競合，既存商店街の持続的な業種構成，商店街組

合の運営方法

　ケース₁₃の尾道市中央商店街は，主要幹線道路に位置する商店街は

シャッター通りが目立つ。アーケードのある中央商店街は，その殆どの店

舗が木道建築物，しかも ₁Fが店舗，₂Fが住居という商住一体型の店舗が
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多く，昨年の火事によって，かなりの店舗が焼失した。商店街の多くの業

種が土産物，海産物・珍味などの物販店，飲食店が多く，尾道市を訪れる

女性観光客には昭和レトロ感漂う雰囲気が好まれるようだが，中央商店街

全体として見ると，商店街の来訪者はそれなりに居ても，店舗の老朽化，

同業他店の競合もあり，今後は衰退に拍車が掛かる可能性は否定できない。

【コンフリクトの要因となるキーワード】

旧態依然の商店街，老朽化と経営者の高齢化，観光地の商店街の業種

構成の問題

　ケース₁₄の立川市駅前商店街は，南口と北口に名前が付いた商店街があ

るが，その殆どが現在，飲食店，ファストフードに業種転換しており，こ

れは JR立川駅に付随する商業施設，百貨店，専門店の相次ぐ出店ラッシュ

に地域商店街が立ち行かなくなったことが原因である。商店街にはその昔

の名残が残っている店舗もあるが，例えば，プラモデルを取扱っていた模

型屋（現在はマニアックな自動車模型，フィギュアなど），骨董品店（現在

は刀，器，着物などのリサイクルショップ），若干の歓楽街ビルは ₁Fカ

フェ，₂Fレストラン，₃Fメイド喫茶などに転換している。立川市は人口

（平成₂₈年 ₁₇₉,₇₉₆人）割に商業施設が充実しており，その分，競合も激化

している₉₉︶（注₂₆）。ちなみに，小売商業面積は最近，減少しており，こ

れは商店街の物販店の転廃業によるものと推察される。

【コンフリクトの要因となるキーワード】

駅ビル商業施設，周辺の百貨店，郊外の大型 SCとの競合，商店街の

業種構成の問題

　ケース₁₅の高崎市駅前商店街は，群馬県の中でも交通の要所であり，駅

周辺が一大商業集積地となっている。また，近年，かつての国営富岡製紙

工場が世界遺産に認定され，観光客も増えている。駅前商店街は，この商

業集積地のひとつであり，周辺には₂₄か所の商店街が存在するが，駅から

₉₉） 平成₂₆年　小売年間販売額₂,₃₈₀億円　経産省「平成₂₆年商業統計」による。
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離れていくと，客足も遠退き，寂れていく様が分かる。駅前商店街はこの

ような状況のなか，乗降客，観光客，地域住民の利便性を重視して飲食，

各種物販店，コンビニなど₈₀店舗が店を構えて存続している。

【コンフリクトの要因となるキーワード】

駅商ビル業施設と周辺の商業集積地の競合，商店街の業種構成の問題

　ケース₁₆の北九州市魚町サンロード商店街は，メインの商店街となる魚

町銀天街を南下し，北九州市の台所と称される旦過市場に向かう左手にあ

る小さな商店街である。魚町銀天街は商業エリアが広域であることから広

域商店街として位置づけされているが，魚町サンロード商店街は空き店舗

率₃₀％と，一部はシャッター通り化しており，現地の商店街協同組合₄₃名

がまちづくり会社を設立して，現在は若者が集う商店街再生の足掛かりを

掴み始めた。コンテナカフェ，朝市マルシェなどの開催によって賑わい創

出活動に努めている。

【コンフリクトの要因となるキーワード】

駅ビル大型商業施設，百貨店，商店街の業種構成の問題

　ケース₁₇の下関市グリーンモール商店街は，JR下関駅のペデストリアン

デッキを左に向かい，エスカレーターを下ると直ぐに商店街入り口となる。

このグリーンモール商店街は，リトル・コリアンタウンと呼ばれるほど韓

国人，在日韓国人が多い。下関市は戦後の復興期に漁業，造船業などで栄

えたが，新幹線，高速自動車道，漁の不振などの影響から地場基幹産業は

衰退し，また，JR下関駅に直結するシーモール下関（下関大丸店と専門店

による SC）の出店，さらに急速な少子高齢化，人口減少に伴って商業自体

も衰退した。同様に，それまで物販店が集積していた豊前田商店街は現

在，その殆どの店舗が飲食店，歓楽街へと変貌しており，既にアーケード

の撤去，電線の埋設化工事が調査時に行われていた。

【コンフリクトの要因となるキーワード】

基幹産業の衰退，駅直結の大型商業施設の出店，高齢化，商店街の業

種構成の問題
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　ケース₁₈の倉敷市倉敷駅前商店街は，観光客に人気のスポットである美

観地区，大原美術館へと続く入り口に位置するが，通路幅の狭い昭和レト

ロな商店街が立ち並ぶと言えば，聞こえはいいが，実際に営業している店

舗は極僅かであり，歴史のある呉服店，高齢者向けの衣料品店，飲食店が

ランダムに並ぶ。倉敷駅前商店街の衰退要因は，駅北口にあったアリオ倉

敷店，三井アウトレットモール倉敷，そして何と言ってもイオンモール倉

敷の存在が圧倒的に影響を及ぼしたと推察される。

【コンフリクトの要因となるキーワード】

郊外型大型 SCの出店，商店街の業種構成の問題

　ケース₁₉の岡山市表町商店街は岡山の地場百貨店天満屋本店のメイン通

りに位置し，東西に長く伸びたアーケードで覆われた ₆つの商店街から構

成されている。しかし，賑わっている商店街は天満屋百貨店界界隈の業種

専門店であり，昔ながらのお茶屋，金物屋，時計・宝飾店，衣料品店，薬

局，肉屋などがランダムに並ぶが，上之町商店街，紙屋町，千日前商店街

はシャッター通りが目立ち，千日前商店街に至っては完全にシャッター通

りとなっている。既存の商業施設は天満屋本店，JR岡山駅の一番街（地下

商業施設），高島屋岡山店，JR岡山駅のさんすて（土産物，専門店，飲食

店，スーパーなど）に加えて，イオンモール岡山が₂₀₁₅年₁₂月にオープン

し，半径 ₂キロ圏内に商業施設，地域商店街が密集した結果，消費者の購

買行動の変化によって店舗の使い分け，商品特性（最寄品，買回り品，専

門品）によるワンストップショッピング，近年，新業態が売りモノにして

いるライフスタイル提案などが影響していることが背景にあると思われる。

【コンフリクトの要因となるキーワード】

駅ビル商業施設，地下街 SC，百貨店，新規出店の大型 SC，高齢化

　ケース₂₀の岡山市矢掛町商店街は，宿場町として栄え，本陣跡地が重要

文化財として残っている過疎の町である。高齢化の急速な進展によって集

落には主な商業施設がある訳でもないが，本陣跡地を観光資源として ₂年

前に経産省の商店街活性化補助金を活用して，現在，倉敷の奥座敷と言う
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位置づけで観光を目玉として各種イベントに取り組んでいる。主要な交通

機関は ₁時間に ₁本の井原鉄道があるが，買い物にはクルマが欠かせない。

この界隈の商業施設はイオンモール倉敷である。老若男女で賑わうイオン

モール倉敷は大型 SCとしてかなり広域から集客しており，既存の商業施

設を凌駕している。

【コンフリクトの要因となるキーワード】

中山間地域，過疎化，高齢化，郊外型大型 SC，商店街の業種構成の問

題

　ケース₂₁の鹿児島中央駅前商店街は，かつての賑わいは既に無くなって

おり，その殆どがシャッター通りとなっている。これは九州新幹線の開業

に伴って駅舎自体がアミュプラザという大型商業施設となり，それまで消

費者の買い物の場所と言えば，市電で₁₀分程度にある天文館商店街，地場

百貨店の山形屋であったが，JR九州新幹線終着駅の全面改装によって土産

物をはじめ，大型商業施設には若者を中心としたアパレル，カジュアル衣

料，ブランドショップの誘致，飲食，レストラン，スーパーなどを併設

し，集客装置としては成功している。しかし，その反面，駅前商店街は

徐々に衰退の一途を辿り，現在では食品 SM ₁ 店舗，土産物屋 ₁店舗，ま

た，大半の物販店は飲食店に様変わりし，さらに，昼よりも夜の営業と歓

楽街へと変貌している。

【コンフリクトの要因となるキーワード】

駅ビル商業施設，郊外型大型 SC，商店街の業種構成の問題

商店街衰退要因の再考

　わが国商店街及び中小零細商の衰退要因について，「平成₂₇年度商店街実

態調査報告書」によると，全体の₉₁.₆％が衰退していると回答している。

また，商店街の来街者の減少要因として， ₁ 位「魅力ある店舗の減少」

（₅₉.₂％）， ₂位「業種・業態の不足」（₅₅.₁％）， ₃位「近郊の大型店の進

出」（₄₆.₅％）， ₄位「地域の人口減少」（₄₅.₇％）が上位に挙がった。
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　さらに，商店街が独自に抱える問題点として， ₁位「経営者の高齢化に

よる後継者問題」（₆₄.₆％）， ₂位「集客力が高い・話題性のある店舗・業

種が少ない又は無い」（₄₀.₇％）， ₃ 位「店舗等の老朽化」₃₁.₆％， ₄ 位

「商圏人口の減少」（₃₀.₆％）， ₅位「業種構成に問題がある」（₁₉.₃％）な

どが指摘されている₁₀₀︶。

　もっとも，商店街衰退や中小零細商の減少などの問題に関してはこれま

で多くの先行研究があり，例えば，安藤（₂₀₀₇）「商店街衰退のリスクから

その再生を考える」₁₀₁︶ や，山口（₂₀₁₁）「地域商業研究の商業・流通論的

周縁性」₁₀₂︶ などは商店街活性化について言及している。また，筆者も

（₂₀₁₅），（₂₀₁₆a），（₂₀₁₆b）において，中小商業問題，商店街衰退要因に関

して，多角的な視点から言及を試みた。

　かつて中小企業庁は₂₀₀₆年度に「がんばる商店街₇₇選」を先行事例とし

て認定し，さらに₂₀₁₇年度は「はばたく商店街₃₀選」を厳選した。筆者の

問題意識の前提は，そもそも₂₀₀₆年度に認定された中小企業庁「がんばる

商店街₇₇選」が₁₀年後にどのような状況になっているのか，また，₂₀₁₇年

度中小企業庁「はばたく商店街₃₀選」の商店街はどのような基準で厳選さ

れ，その実態はどのようなものなのかについて実態調査を行った所以であ

る。前者は仮設検証型，後者は現状把握と課題の抽出が目的であった。

　また，今回の事例先の地域商店街は₂₀₀₆年度の商店街事例，₂₀₁₇年度の

商店街事例も含めて，特に注目したのは都市部の駅前商店街である。その

理由は，駅と言う交通の要所に立地する駅前商店街が社会的・経済的環境

変化によって，どのように変遷過程を遂げてきたのかである。それは駅と

言う好立地から発展傾向に向かったのか，それとも，社会的・経済的環境

変化の影響によって衰退傾向に向かったのかである。

　本論では，その実態を調査すると共に既存の都心部商業集積地の変化に

₁₀₀） ₂₀₁₇年 ₃ 月『イノベーション・インデックス』₆₆頁を参照。
₁₀₁） 安藤（₂₀₀₇）。
₁₀₂） 山口（₂₀₁₁）。
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ついて，また，郊外型大型 SCなどの影響によって，すなわち，外部的・

内部的コンフリクトが具体的に駅前商店街をどのように変化させたのか，

その現状を知る目的からである。

　これまで言われてきた商店街の衰退要因の圧倒的多くは，言うまでも無

く大型店との競合であったが，大店法から大店立地法へ移行し，今や流通

業界は大きな過渡期を迎えていると言っても過言ではない。そのひとつの

傾向は，これまで ₆兆円と言う規模を誇っていた百貨店の営業不振であり，

地方百貨店においては他業態との競合によって閉店に追い込まれる事態も

少なくない。

　一方，革新的な業態として CVSは半径₅₀₀メートルと言う小商圏にも拘

らず，直近のデータでも，業界トップノセブンイレブンは遂に ₂万店を超

えた₁₀₃︶。

　全国的に CVSも兼ねてよりオーバーストアと言われて久しいが，消費者

ニーズをしっかり取り込んでおり，利便性はもとより業態として今なおそ

の進化は著しい。また，大都市百貨店と地方都市百貨店の格差も広がって

きており，地方百貨店は郊外型大型 SCに客足が取って替わられている。

すなわち，百貨店の独自性，業態としての地位そのものが陥落しているの

である。その背景には，消費者購買行動の変化という，極めて安易な表現

で済まされるが，実はこの消費者購買行動の変化（ライフスタイル）の把

握如何が小売業態に如実に反映していることは，機動力のある他業態とは

異なり，百貨店では古い経営体質からの脱却はなかなか困難な状況にある

と思われる。

　例えば，仕入れ商品の圧倒的多くは委託販売であり，最近でこそ百貨店

オリジナル商品が中元・歳暮などで取り扱われるが，基本的に買取り・消

化は殆ど無いと言っていい。また，百貨店の売上げの中心は何と言っても

アパレル，化粧品，食品の ₃本柱であるが，この₂₀年近くアパレル業界不

₁₀₃） ₂₀₁₈年 ₁ 月現在₂₀,₂₈₆店舗　HPによる。
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振は一向に改善せず，百貨店自体の売上げを圧迫するほど構造的な問題を

抱えている。百貨店個々によってその対応は異なるが，例えば，ワンフロ

アを業態の全く違う品揃えにするというような大胆なMD政策を行ってい

るところも見受けられる。

　ちなみに，売り場面積日本一を誇る近鉄あべのハルカス（₁₀₀,₀₀₀ m₂）

では，インバウンドの取り込みの他，無印良品が衣食住をコンセプトとし

たライフスタイル提案型の売り場を構築することによって来場者，売上げ

を増やしている。

　バブル崩壊後，長引くデフレ経済の下，消費者の購買行動は大きく二極

化し，それまでの ₁億総中流意識という幻想は脆くも崩れ去った。今では

年収₃₀₀万円未満の層が ₆割にも達することを考慮すると，単純に所得格差

というよりも生産労働人口内の社会格差が消費だけではなく，あらゆる面

において影響を及ぼしていると推察されよう。それでは，以下では先に解

説した事例から商店街衰退要因並びに中小零細商にとってコンフリクトの

要因となるキーワードを全て拾ってみることにする。

₅.　事例に見るコンフリクトの要因とそのキーワード

事例 ₁． ₂【コンフリクトの要因となるキーワード】

産業構造の転換，人口の減少，業種店（最寄り品，買回り品店，専門

品店）の転廃業，少子高齢化，郊外型大型 SC

事例 ₃【コンフリクトの要因となるキーワード】

大型店間の競合，低所得者層・購買層のライフスタイル，高齢者対応

の商店街

事例 ₄【コンフリクトの要因となるキーワード】

はばたく商店街₃₀選→次世代に継承する安全・快適な商店街，高齢者

と子育て世代の買い物の場，比較的リーズナブルな業種と商品構成，

生鮮三品の充実　三ノ宮の商業集積地と異なる最寄品中心の近隣商店

街



修道商学　第 59 巻　第 1号

─　　─120

事例 ₅【コンフリクトの要因となるキーワード】

大型店・百貨店群との競合，都心部の人口流出，業種店の転廃業，商

店街業種構成の問題

事例 ₆【コンフリクトの要因となるキーワード】

交通の要所にも拘らず通路化した商店街，再生の鍵は補助金施策とイ

ベント，数値目標の達成

事例 ₇【コンフリクトの要因となるキーワード】

駅前商業地の撤退，郊外型 SCの台頭と買い物客の流出，若者の買い

物の場の消失と購買機会ロス

事例 ₈【コンフリクトの要因となるキーワード】

大型店出店ラッシュと百貨店離れ，郊外型 SCの台頭，大型店間競合，

商店街業種構成の問題

事例 ₉【コンフリクトの要因となるキーワード】

大型店と共存共栄，観光客・インバウンドの取り込み，常設朝市の高

評価と差別化

事例₁₀【コンフリクトの要因となるキーワード】

新幹線開業に伴う新たな駅商業施設，既存の商業集積地との競合，商

店街の業種構成の問題

事例₁₁【コンフリクトの要因となるキーワード】

JR駅ビル商業施設と商店街の回遊性，観光資源の見直しと観光客の取

り込み

事例₁₂【コンフリクトの要因となるキーワード】

駅横の大型 SCとの競合，既存商店街の持続的な業種構成，商店街組

合の運営方法

事例₁₃【コンフリクトの要因となるキーワード】

旧態依然の商店街，老朽化と経営者の高齢化，観光地の商店街の業種

構成の問題
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事例₁₄【コンフリクトの要因となるキーワード】

駅ビル商業施設，周辺の百貨店，郊外の大型 SCとの競合，商店街の

業種構成の問題

事例₁₅【コンフリクトの要因となるキーワード】

駅商ビル業施設と周辺の商業集積地の競合，商店街の業種構成の問題

事例₁₆【コンフリクトの要因となるキーワード】

駅ビル大型商業施設，百貨店，商店街の業種構成の問題

事例₁₇【コンフリクトの要因となるキーワード】

基幹産業の衰退，駅直結の大型商業施設の出店，高齢化，商店街の業

種構成の問題

事例₁₈【コンフリクトの要因となるキーワード】

郊外型大型 SCの出店，商店街の業種構成の問題

事例₁₉【コンフリクトの要因となるキーワード】

駅ビル商業施設，地下街 SC，百貨店，新規出店の大型 SC，高齢化

事例₂₀【コンフリクトの要因となるキーワード】

中山間地域，過疎化，高齢化，郊外型大型 SC，商店街の業種構成の問題

事例₂₁【コンフリクトの要因となるキーワード】

駅ビル商業施設，郊外型大型 SC，商店街の業種構成の問題

　以上，事例 ₁～₂₁のコンフリクトの要因となるキーワードを纏めてみる

と，おおよそ郊外型大型 SCの直接的影響は共通してみられること，新た

な駅ビル商業施設の台頭，駅周辺の業態間競争の激化，また，商店街の業

種構成の問題，それに伴う買い物客離れ，少子高齢化が指摘される。ここ

で我々が特に注目しなければならないのは，商店街の業種構成であろう。

　すなわち，消費者の日々の生活において，ライフラインとなる生鮮三品

の取扱いの無い商店街は形骸化し，商店街としてもはや機能しないという

ことである₁₀₄︶。しかも衰退を余儀なくされる商店街は最寄り品よりはむし

₁₀₄） 荒井（₂₀₁₇）。
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ろ，買回り品が多く，最寄り品・買回り品の購買はワンストップショッピ

ングが可能な大型 SCに取って替わられ，少なくとも既存の商店街の利用

客の圧倒的多くが周辺地域に住む高齢者（買い物弱者・買い物難民）であ

ると言うことだ。

　このような状況になると，商店街の疲弊が自ら買い物弱者・難民を生み

出す結果となり，本来であれば消費者にもっとも身近に接する商店街の中

小零細商が上述のようなドラスティックな環境変化に対応できなくなって，

生業程度の細々とした経営に，もしくは廃業と言う究極の選択に甘んじな

ければならい状況に追い込まれるのである。本稿では触れなかったが，高

度情報化社会の到来によって，既に買い物の仕方もインターネットの急速

な普及によって自宅に居ながらにして₂₄時間，何時でも買い物が出来る環

境が整っている。

　しかしながら，そうは言っても高齢者のどれほど多くがインターネット

を利用して買い物をしているか定かではないが，従来の通信販売とは異な

り，あらゆる商品がリアルタイムに消費者へ届くシステムが構築されてい

る₁₀₅︶。

　このネットビジネスもこれまでの消費流通システムに大きな変革をもた

らせ，消費者の買い物の仕方に少なからず影響を及ぼしている。少子高齢

化の進展，晩婚化，核家族化は，買い物の場となる商業施設の単なる使い

分けだけではなく，消費者独自のライフスタイルにまで影響を及ぼしてい

るのである。

お　わ　り　に

　本論文の主題である小売商業の業態開発（百貨店，大型 SC，専門店，ア

ウトレットモールなど）と中小零細商のコンフリクトについて，政令市 ₄

₁₀₅） 我が国の BtoC-EC市場規模は₂₀₁₆年，₁₅兆₁,₃₅₈億円とされている。平成₂₉
年 ₄ 月経済産業省商務課情報政策局　情報経済課　平成₂₈年度「我が国におけ
るデータ駆動型社会に係る基盤整備」（電子商取引に関する市場調査）報告書。
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都市，及び交通の要所となる駅前商店街（中小企業庁「がんばる商店街₇₇

選」並びに「はばたく商店街₃₀選」）の事例を中心に実態調査を行い，コン

フリクトとなる要因分析から共通因子を取り出した。商業の発展・衰退は

政令市のみならず，地方都市においては少子高齢化と言う社会的背景も手

伝ってなかなか活力を見出せない状況にあることも明確になった。

　とりわけ，消費者の日常生活の無くてはならない生鮮三品の取扱いのな

い商店街は存続すら困難な状況にあり，また，業種転換した商店街につい

ては商店街と言う名前はあっても，消費者の日常生活に必要な商品の取扱

いではなく，飲食店街などに形態を変えて存続している。これらの事実に

ついては，大幅に紙面を割いて明らかにした。さらに，大都心部商業地，

地方都市の商業集積地で重要な商業機能を担ってきた百貨店の地位が，本

稿で見た地域商店街の衰退同様に，消費者購買行動の変化，郊外型 SCの

相次ぐ進出によって大きく揺らぎ，近年，採算性の見込めない百貨店につ

いては撤退，経営破綻も珍しくなくなってきた。これについては，別の機

会に明らかにしたい。
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